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1.   本事業の目的 

 

平成 20 年 10 月に国内クレジット制度が開始されて以来、関東経済産業局では、同

制度の普及のため、管内（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川

県、新潟県、長野県、山梨県、静岡県）における自治体、エネルギー関係者、金融機関

等からなる国内クレジット制度ネットワーク連絡会議を組織し、国内クレジット制度の

あり方等について検討するとともに、セミナーやマッチング会の開催、国内クレジット

の買手となりうる大企業・中堅企業の発掘のためのキャラバン等を実施してきた。各地

域においても、国内クレジット制度を活用した排出削減の取組が広がりつつある。 

しかしながら、わが国の京都議定書における温室効果ガス 6％削減約束の達成に貢献

するためには、中小企業はもちろん業務部門、家庭部門など（以下「中小企業等」とい

う）の排出削減を進めることが重要であり、国内クレジット制度を活用したさらなる排

出削減が期待されている。 

国内クレジット制度の一層の普及促進を図るためには、地域に密着したきめ細やかな

普及活動や制度の活用支援が重要であり、そのためには、中小企業等と幅広い接点をも

ち、より身近な存在である地方自治体との連携強化が有効な手段になると考えられる。

そこで、本事業では、関東経済産業局管内において、中小企業等へのソフト支援、制度

の普及活動や国内クレジットの売り手・買い手の発掘活動、あるいは国内クレジットを

活用した地方自治体独自の制度づくりの支援などを通じて、地方自治体との連携を強化

することにより、制度を活用したさらなる排出削減を目指す。 

また、国内クレジット制度は単に中小企業等の排出削減を進めるのみならず、中小企

業や農林業者の省エネ投資促進やバイオマスの利用促進、商店街の活性化などにもつな

がりうる制度であり、地方自治体との連携を通して地域の活性化に貢献しうる可能性を

探る。 
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2.   本事業の概要 

 本事業は、以下のように実施した。 

 

2.1  ソフト支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 ソフト支援事業の流れ 

2.1.1  ソフト支援概要 

 本事業におけるソフト支援事業は、リサイクルワンと再委託先の日本総合研究所が協

力して（1）～（5）を実施した。 
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（1）国内クレジット制度排出削減診断支援 

本排出削減診断支援を通じて、排出削減ポテンシャルを有する事業者及びその削減ポ

テンシャルを特定することにより、（2）の事業である計画作成支援に繋げた。 

 

（2）排出削減事業計画等の作成支援 

国内クレジット認証委員会への申請が見込まれる中小企業等を対象に、排出削減事業

計画の作成を支援した。また、事業の実施にあたっては、国内クレジット推進協議会、

地域ネットワーク、他のソフト支援実施機関等と有機的に連携・協力した。 

リサイクルワンの HP 内に、国内クレジット制度の紹介に関する HP の開設を行った。 

 

（3）排出削減実績報告書の作成支援 

承認排出削減事業者を対象に、排出削減実績報告書の作成を支援した。 

 

（4）中小企業等の排出削減にかかる有望案件の発掘、制度利用促進に向けた巡回指導等 

 中小企業等における、排出削減ポテンシャルのある事業及び計画作成支援の利用が期

待される排出削減事業について発掘を行い、制度利用についての指導を行った。 

 

（5）その他中小企業等の排出削減を促進するための事業 

 自社主催セミナー等で、国内クレジット制度のメリット等について啓発活動を行った。 

 

 

2.1.2  本年度の実績 

（1）国内クレジット制度排出削減診断支援 

 すでに設備が導入されている事業に対しての国内クレジット制度活用の可能性の可

否の判定を含め、39 件の排出削減診断を実施した。排出削減ポテンシャルの診断は、

財団法人省エネルギーセンターの無料省エネ診断等の活用を行った。 

 

（2）排出削減事業計画の策定支援 

 15 件について排出削減事業計画の策定支援を行った（プログラム型事業を 3 件含む）。

このうち、本年度中に事務局への提出に至った案件は 7 件（プログラム型事業を 1 件含

む）、事業計画の承認に至った案件は 3 件であった。 

平成 22 年度中に提出できなかった案件については、平成 23 年度以降もソフト支援

事業者が引き続き支援を行っていくことが望ましい。 

 

（3）排出削減実績報告書の作成支援 

 1 件について排出削減事業実施報告書の作成支援を実施した。 
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（4）新規方法論の作成支援 

 新規方法論作成支援を 2 件実施した。本年度での認証ができなかったため、平成 23

年度以降もソフト支援事業者が引き続き支援を行っていくことが望ましい。 

 

 

2.2   各地域での説明会の開催等による普及事業 

 管内 1 都 10 県において、地域内の事業者を対象とした国内クレジット制度の説明会

を開催する。各会場において、100 名程度の開催規模で行った。 

 

2.2.1  セミナー概要 

 セミナーは主に以下のような内容で、各都県の自治体等と協力して実施した。 

・ ソフト支援事業者等が、国内クレジットの概要の説明やメリット、各種事例紹介を

行った。 

・ 各都県において、実際に制度を活用した事業者（主に中小企業、買い手が地元であ

れば買い手企業も）による制度活用のメリットの説明を行った。 

・ 自治体のエネルギー関連担当者等から、省エネ、温暖化対策の必要性、自治体の施

策についての説明を行った。 

・ 開催のタイミング、会場の選定、PR 活動、説明会内容については、各自治体と協

議を行った。自治体主催の省エネセミナー等の関連したイベントとの開催により、

効果的な参加者募集を行った。 

 

2.2.2  アンケートによる効果の検証 

説明会終了後にアンケートを行い、説明会の効果について把握した。ソフト支援の利

用意向のある事業者については、別途アプローチを行い、省エネ診断及び排出削減事業

計画の策定支援の利用を促した。 

 

 

2.3  各地域におけるネットワーク構築事業 

2.3.1  自治体アンケートによるニーズ把握 

1 都 10 県の全都県、市町村に対し、アンケート調査を行い、国内クレジット活用に

ついての意向を把握した。その上で、国内クレジット活用に積極的な自治体に対して、

国内クレジット制度ネットワーク連絡会議の開催及び国内クレジット活用スキームの

提案についてのアプローチを行った。 
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2.3.2  国内クレジット制度ネットワーク連絡会議の開催 

 国内クレジットの売り手・買い手の発掘・確定等を支援するため、本制度に対して積

極的な管内の地方自治体やエネルギー関係者、金融機関等をメンバーとしたネットワー

クを構築するため、5 地域（栃木県、長野県、群馬県、山梨県、静岡県）で国内クレジ

ット制度ネットワーク連絡会議を開催した。 

 

（1）目的 

・ 案件発掘への協力要請を行った。 

・ 国内クレジットの制度活用に関する情報共有を行った。 

・ 特に地産地消型マッチングや、プログラム型事業の案件発掘について情報交換等を

行った。 

 

（2）開催地及び構成 

・ 栃木県、長野県、群馬県、山梨県、静岡県において、連絡会議を構築した。 

・ 構成：県、地銀・信金、商工会議所、中小企業団体中央会、産業支援団体、電力会

社、ガス会社、省エネ関連設備会社等で構成した。 

 

（3）内容 

・ 各地域で 3 回程度の開催を目指した。ただし、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北

地方太平洋沖地震の影響で、静岡県以外は第 3 回連絡会議の開催が不可能となった。

開催できなかった 4 地域については、連絡会議メンバーへの資料送付とアンケート

による意見の集約を行った。 

 

表 2-1 国内クレジット制度ネットワーク連絡会議 

及び各種セミナー・説明会の開催状況 

事業名 事業概要 参加者数 実施日 活動の種類 

長野県庁内向け国

内クレジット制度

説明会 

長野県庁内で環境課を中心として、関

連する企画課、産業課等を集めて、国

内クレジット制度、本事業、長野県と

しての取り組みのスタンス等の説明

を行った。 

30 名 
平成 22 年

6 月 9 日 

説明会へのコンサ

ルタントの派遣等 

栃木県セミナー

「県内中小企業の

CO2 排出削減の取

組に対する支援に

ついて」 

栃木県と共催で、中小企業二酸化炭素

排出削減支援事業、国内クレジット制

度を活用した県内企業の先進的な取

組事例等に関する説明を行った。 

107 名 
平成 22 年

7 月 14 日 

国内クレジットセ

ミナー 

リサイクルワン主

催セミナー「CO2

の見える化と環境

価値創出」 

東京都内で開催した CO2 関連ビジネ

スに関するリサイクルワン自主セミ

ナーにおいて、国内クレジット制度に

ついて説明した。 

約 150 名 
平成 22 年

7 月 22 日 

説明会へのコンサ

ルタントの派遣等 
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事業名 事業概要 参加者数 実施日 活動の種類 

第 1 回栃木県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、地銀、各種団体、有識者、ESCO

事業者、ガス会社、電力会社等で構成。

国内クレジット制度の説明、栃木県

CO2 削減支援事業の説明、制度活用に

関する意見交換を行った。 

14 団体 
平成 22 年

7 月 23 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

第 1 回長野県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、市町村、電力会社、経済団体、農

業団体、森林組合、省エネ関連事業者

等から構成する連絡会議を開催し、制

度の説明、事例紹介、案件発掘のため

の意見交換などを行った。 

35 団体 
平成 22 年

7 月 23 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

第 1 回静岡県国内

クレジット制度普

及研究会・ネット

ワーク連絡会議 

・『静岡県国内クレジット制度普及研

究会』組成記念のキックオフセミナー

を静岡県にて開催する。東京大学松橋

教授、静岡ガス、リサイクルワンが講

師となり、国内クレジット関連のセミ

ナーを開催する。 

25 団体 
平成 22 年

7 月 27 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

静岡県セミナー

「静岡県国内クレ

ジット制度普及研

究会キックオフセ

ミナー」 

『静岡県国内クレジット制度普及研

究会』組成記念のキックオフセミナー

を静岡県にて開催した。 

113 名 
平成 22 年

7 月 27 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

第 1 回群馬国内ク

レジット制度ネッ

トワーク連絡会議 

県、市町村、電力会社、経済団体、省

エネ関連事業者等から構成する連絡

会議を開催し、制度の説明、事例紹介、

案件発掘のための意見交換などを行

った。 

24 団体 
平成 22 年

8 月 24 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

第 2 回山梨県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、市町村、電力会社、経済団体、省

エネ関連事業者等から構成する連絡

会議を開催し、制度の説明、事例紹介、

案件発掘のための意見交換などを行

った。 

23 団体 
平成 22 年

9 月 14 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

長野県セミナー

「国内クレジット

制度普及啓発セミ

ナー」 

長野県松本市において、県内中小企業

を主にターゲットとした国内クレジ

ット制度促進のためのセミナーを開

催した。 

132 名 
平成 22 年

9 月 16 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

第 2 回群馬国内ク

レジット制度ネッ

トワーク連絡会議 

県、市町村、電力会社、経済団体、省

エネ関連事業者等から構成する連絡

会議を開催し、制度の説明、事例紹介、

案件発掘のための意見交換などを行

った。 

24 団体 
平成 22 年

10 月 21 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

群馬県セミナー

「国内クレジット

制度普及啓発セミ

ナー」 

群馬県前橋市において、県内中小企業

を主にターゲットとした国内クレジ

ット制度促進のためのセミナーを開

催する。 

135 名 
平成 22 年

10 月 21 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

埼玉県セミナー

「国内クレジット

制度普及啓発セミ

ナー」 

埼玉県さいたま市において、県内中小

企業を主にターゲットとした国内ク

レジット制度促進のためのセミナー

を開催する。 

81 名 
平成 22 年

10 月 26 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

新潟県セミナー

「国内クレジット

制度普及啓発セミ

ナー」 

新潟県新潟市において、県内中小企業

を主にターゲットとした国内クレジ

ット制度促進のためのセミナーを開

催する。 

77 名 
平成 22 年

10 月 29 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 
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事業名 事業概要 参加者数 実施日 活動の種類 

第 1 回山梨県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、市町村、電力会社、経済団体、省

エネ関連事業者等から構成する連絡

会議を開催し、制度の説明、事例紹介、

案件発掘のための意見交換などを行

った。 

23 団体 
平成 22 年

11 月 16 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

山梨県セミナー

「やまなしエコ事

業者シンポジウ

ム」 

山梨県の「エコ事業者シンポジウム」

と連携し、県内事業者に対する国内ク

レジット制度と省エネ普及促進のた

めのセミナーを開催した。 

132 名 
平成 22 年

11 月 16 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

神奈川県セミナー

「国内クレジット

セミナーin 横浜」 

神奈川県と横浜市と連携して、県内大

企業及び中小企業を主にターゲット

とした国内クレジット制度促進のた

めのセミナーを開催する。 

71 名 
平成 22 年

11 月 22 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

東京都セミナー

「国内クレジット

制度普及啓発セミ

ナー」 

東京都の ESCO マッチングイベント

と同時に、県内中小企業を主にターゲ

ットとした国内クレジット制度促進

のためのセミナー及びマッチング会

を開催した。 

216 名 
平成 22 年

11 月 26 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

第 2 回静岡県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、市町村、電力会社、経済団体、省

エネ関連事業者等から構成する連絡

会議を開催し、制度の説明、事例紹介、

案件発掘のための意見交換などを行

った。 

25 団体 
平成 22 年

11 月 30 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

茨城県における国

内クレジット制度

促進セミナー 

茨城県のエコチャレンジ事業者の表

彰と併せて国内クレジット制度の普

及促進セミナーを開催した。 

90 名 
平成 22 年

12 月 9 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

リサイクルワン自

主セミナー「どう

変わる？日本の温

暖化防止政策」 

「全量買取制度と地域の排出量規制

の動向」の説明の際に、国内クレジッ

ト制度について説明を行った。 

約 100 名 
平成 22 年

12 月 10 日 

説明会へのコンサ

ルタントの派遣等 

千葉県における国

内クレジット制度

促進のためのセミ

ナー 

千葉県千葉市において、県内中小企業

を主にターゲットとした国内クレジ

ット制度促進のためのセミナーを開

催した。 

90 名 
平成 22 年

12 月 15 日 

国内クレジットセ

ミナーの開催 

第 2 回栃木県国内

クレジットネット

ワーク連絡会議 

県、地銀、各種団体、有識者、ESCO

事業者、ガス会社、電力会社等で構成。

国内クレジット制度の説明、栃木県

CO2 削減支援事業の説明、制度活用に

関する意見交換を行った。 

14 団体 
平成 22 年

12 月 20 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

第 2 回長野県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、市町村、電力会社、経済団体、農

業団体、森林組合、省エネ関連事業者

等から構成する連絡会議を開催し、制

度の説明、事例紹介、案件発掘のため

の意見交換などを行った。 

35 団体 
平成 22 年

12 月 17 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

長野県内の設備事

業者向け国内クレ

ジット制度説明会 

長野県内の設備事業者の会合におい

て、リサイクルワンのコンサルタント

が国内クレジット制度の説明を行っ

た。 

約 30 団体 
平成 22 年

12 月 17 日 

説明会へのコンサ

ルタントの派遣等 

第 3 回静岡県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、市町村、電力会社、経済団体、省エ

ネ関連事業者等から構成する連絡会議

を開催し、制度の説明、事例紹介、案件

発掘のための意見交換などを行った。 

25 団体 
平成 23 年

3 月 14 日 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 
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事業名 事業概要 参加者数 実施日 活動の種類 

第 3 回栃木県国内

クレジットネット

ワーク連絡会議 

県、地銀、各種団体、有識者、ESCO

事業者、ガス会社、電力会社等で構成。

国内クレジット制度の説明、栃木県

CO2 削減支援事業の説明、制度活用に

関する意見交換を行った。 

25 団体 
震災によ

り中止 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

第 3 回長野県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、市町村、電力会社、経済団体、農

業団体、森林組合、省エネ関連事業者

等から構成する連絡会議を開催し、制

度の説明、事例紹介、案件発掘のため

の意見交換などを行った。 

35 団体 
震災によ

り中止 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

第 3 回群馬国内ク

レジット制度ネッ

トワーク連絡会議 

県、市町村、電力会社、経済団体、省

エネ関連事業者等から構成する連絡

会議を開催し、制度の説明、事例紹介、

案件発掘のための意見交換などを行

った。 

24 団体 
震災によ

り中止 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

第 3 回山梨県国内

クレジット制度ネ

ットワーク連絡会

議 

県、市町村、電力会社、経済団体、省

エネ関連事業者等から構成する連絡

会議を開催し、制度の説明、事例紹介、

案件発掘のための意見交換などを行

った。 

23 団体 
震災によ

り中止 

国内クレジット制

度ネットワーク連

絡会議 

 

 

 

2.4   地方自治体等による小規模な排出削減を促進する仕組みを活用した排出

削減事業 

 家庭部門等における小規模な排出削減を効率的に促進する「プログラム型事業」の仕

組みづくりの支援を自治体や中小企業等に対して行った。 

 

2.4.1  手法 

 対象となる自治体や中小企業等に対して、プログラム型事業創出に関わる以下の項目

についてコーディネートを行った。 

 事業案の提案 

 バンドリングの対象、方法の検討 

 運営・管理方法についてのアドバイス 

 排出削減事業計画作成及び審査の基準づくりにおける課題の整理と解決方法の

検討 

 排出削減事業計画の作成 

 

2.4.2  本年度の実績 

 本年度において、プログラム型事業の発掘状況は、以下の通りである。 

 マンション管理会社による、マンション共用部分における省エネ型照明設備へ

の更新・新設による削減のプログラム型事業 
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 ガス会社による、小規模太陽光発電設備の導入に関するプログラム型事業（3

月末時点では未提出） 

 長野県庁による、県有施設における太陽光発電設備導入のプログラム型削減事

業（3 月末時点では未提出） 

 

 

2.5   地方自治体等との連携による独自事業 

 地方自治体等を巻き込んだ、地産地消型のモデル事業につながるような案件発掘、地

域における国内クレジット制度の普及促進を行った。 

 

2.5.1  手法 

 国内クレジット制度ネットワーク連絡会議での地産地消型の国内クレジット活用法

の説明、及びソフト支援の中での地産地消型マッチングを目指したコーディネートを行

った。主に、以下のような取組の普及を目指した。 

 

 国内クレジットを活用した特産物ブランド化支援 

 国内クレジット制度地産地消モデル作り事業支援 

 自治体向け国内クレジットアドバイザーの派遣 

 地域版国内クレジット買取りファンド設置支援 

 地域金融機関を活用した国内クレジット支援体制支援 

 

2.5.2  本年度の実績 

 地域の企業から排出された国内クレジットについて、オフセット目的でサッカーク

ラブ等が共同実施者になった。 

 国内クレジット制度ネットワーク連絡会議のメンバーであるガス会社がリサイクル

ワンに案件を紹介し、メンバーの地方銀行が共同実施者となった。 

 セミナーに参加した地方銀行が、融資を行ったホテルについて国内クレジット創出

を勧め、共同実施者となった。 
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3.   自治体アンケート 

3.1   目的 

 国内クレジット制度の一層の普及促進を図るためには、国による地域に密着したきめ

細やかな普及活動や制度の活用支援が重要であり、そのためには、中小企業等と幅広い

接点を持ち、より身近な存在である地方自治体との連携強化が重要である。 

 そこで、本アンケートは、関東経済産業局管内の全市町村に対しアンケートを行い、

国内クレジット制度に関する取組状況や意向等を把握することを目的として実施した。

また、本アンケートを活用して、各地域連絡会議の組成や、地域内の案件発掘の一助と

した。 

 

3.2   調査概要 

本アンケートは関東経済産業局管内の全県および全市町村（476 自治体）に対し、事

前に抽出した各自治体の環境関連部署に対して、紙媒体で送付を行い、FAX または同

封の封筒で回収を行った。アンケート期間は平成 22 年 5 月 17 日から 28 日とした。 

結果、計 276 箇所から回答を得た（回答率 58.0%）。 
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3.3   調査結果 

3.3.1 環境モデル都市、バイオマスタウン、新エネルギービジョン等の制度の活用状況

について 

（1） 新エネルギービジョン・省エネルギービジョンの策定状況 

策定済みの自治体は約 4 割であり、策定していない自治体は 6 割弱だった（図 3-1

参照）。 

38.8%

56.8%

/

2.6%

1.8%

 

図 3-1 新エネルギービジョン・省エネルギービジョンの策定状況（n=273） 

 

（2） 次世代エネルギーパークの策定状況 

「策定していない」と回答した自治体が約 9 割を占めた（図 3-2 参照）。 

1.8%

91.9%

/

0.7%

5.5%

 

図 3-2 次世代エネルギーパークの策定状況（n=271） 
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（3） バイオマスタウンの策定状況 

「策定済み」と回答した自治体は 2 割弱で、「策定していない」と回答した自治体は

8 割弱だった（図 3-3 参照）。 

17.0%

76.7%

4.1%

/

2.2%

  

図 3-3 バイオマスタウンの策定状況（n=270） 

 

（4） 環境モデル都市の策定状況 

ほとんどの自治体が「提案していない」と回答したが、5%程度の自治体が「選定済

み、提案した」と回答した（図 3-4 参照）。 

85.2%

9.1%
0.4%

5.3%

 

図 3-4 環境モデル都市の策定状況（n=253） 
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（5） その他の制度の活用状況 

その他の制度の活用状況として、自由記述で回答して頂いた。その結果、各自治体で

各々の行動計画の一環としての利用方法が見られた。 

 

表 3-1 その他の制度の活用状況（自由回答） 

自治体 記述内容 

A 県 「地球温暖化防止行動計画」を策定済み 

茨城県 B 市 「地球温暖化防止行動計画」を策定済み 

埼玉県 C 市 「C 市地球温暖化対策地域推進計画」を策定済み 

埼玉県 D 市 「NEDO 新エネ百選」、埼玉県「環境みらい都市」認定 

東京都 E 区 「E 区環境基本計画（第 2 次）（平成 21 年 3 月）」を策定済み 

東京都 F 区 「F 区地球温暖化地域推進計画」を策定済み 

東京都 G 市 「地球温暖化対策実行計画」を策定済み、「地球温暖化対策地域推進計画」を

策定中 

長野県 H 町 平成 22 年度新エネ省エネ詳細ビジョン(温泉熱利用)を策定予定 

静岡県 I 市 「環境基本計画」を策定中、「温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定中 

※自治体のアルファベットは他の設問とは無関係である。 
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3.3.2  自治体独自の新エネルギー・省エネルギー支援関連の取組状況 

「実施している」と回答した自治体は 3 分の 2 程度でありであり、「検討／予定して

いる」と回答した市町村は 1 割程度であった（図 3-5 参照）。 

23.6%

9.1%

66.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

/

/

 

図 3-5 自治体独自の新エネルギー・省エネルギー支援関連の取組状況 

（n=276、複数回答可） 

 

3.3.3  自治体が所有する施設における設備の新設・更新を伴う新エネルギー・省エネ

ルギーの取組について 

約 5 割の自治体が「実績がある」と回答した。「計画がある」と回答した自治体も約

3 割存在した。（図 3-6 参照）。 

6.9%

28.6%

27.9%

49.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

 

図 3-6 自治体所有の施設における設備の新設・更新を伴う取組の割合 

（n=276、複数回答可） 
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3.3.4  自治体における国内クレジット制度に関する把握について 

「名称を聞いたことがある」と回答した自治体は約 5 割で、「内容を知っている」と

回答した自治体も 4 割弱存在した。「名称を聞いたことがない」と回答した自治体は約

1 割で、国内クレジット制度は良く認知されている事が分かった（図 3-7 参照）。 

36.2%

51.3%

12.5%

 

図 3-7 国内クレジット制度の認知度の割合（n=271） 

 

3.3.5  自治体の地球温暖化対策における国内クレジット制度の位置づけについて 

（1） アンケート結果 

「取組む予定」「優先度は低いが取組む方向」と回答した自治体は合計して 1 割程

度であった。前問で 9 割程度の認知度があったものの、取組みの機運はあまり高まっ

ていないことがわかる（図 3-8 参照）。 

80.4%

3.3%

5.9%

5.6%

4.8%

 

図 3-8 地球温暖化対策における本制度の位置づけの割合（n=270） 
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（2） その他（自由記述）  

国内クレジットの位置づけについて、その他の欄を設け自由記述とした。その結果、

以下のように、検討中やこれから研究していくといった前向きな意見が見られた（表 

3-2 参照）。 

 

表 3-2 自治体の地球温暖化対策における国内クレジット制度の位置づけ（自由回答） 

自治体 記述内容 

A 県 制度を活用するかを含め検討中である。 

千葉県 B 市 情報を収集し、方向性を検討する。 

東京都 C 区 東京都排出量取引制度等を含め、活用の可能性について検討中である。 

東京都 D 区 現時点で具体的な計画等はないが、今後の活用も含めて動向を注視している。 

新潟県 E 市 オフセットクレジット(J-VER)登録に向けた取り組みを検討中である。 

新潟県 F 市 今後研究していきたい。 

※自治体のアルファベットは他の設問とは無関係である。 

 

3.3.6  自治体内の事業者の国内クレジット制度の利用状況について 

事業者の利用状況で「計画中」と答えたのは 1 市のみで、バイオマスボイラーの利用

を計画していた。 
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3.3.7  本事業における自治体の取組み支援への意向について 

（1） アンケート結果 

「特に希望しない」とした回答した市町村が約 7 割だったが、「ソフト支援事業」に

約 1 割、「プログラム型事業」「アドバイザー派遣」「地産地消モデル」に 1 割弱の自治

体が意向を示していた（図 3-9 参照）。 

9.9%

2.2%

3.7%

4.0%

5.9%

6.6%

8.4%

10.6%

72.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

 

図 3-9 支援への意向の割合（n=276 複数回答可） 

 

（2） その他 

取り組み支援に関するその他の意見として、情報の提供の希望が多く挙げられた。ま

た、活用方針を検討している自治体は多かった（表 3-3 参照）。 

 

表 3-3 本事業における自治体の取組み支援への意向（自由回答） 

分類 自治体 記述内容 

 

埼玉県 A 市 今のところ具体的な希望はないが、基礎自治体に対して早い情

報の提供を希望する。 

千葉県 B 市 アドバイザー派遣に伴う事業者向け説明会の開催等を希望す

る。 

東京都 C 市 情報提供を希望する。 

長野県 D 市 自治体の関わりとクレジットの活用方法がよく分からないた

め、具体的な資料の提供を希望する。 
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分類 自治体 記述内容 

 

静岡県 E 市 現在、温暖実行計画（地域施策）を策定であり、有効な対策の

検討を行っているところである。内容について、詳しく話を聞

いた上で、判断したい。説明会等があれば情報提供を希望する。 

 東京都 F 区 東京都及び特別区において、同様の取組や研究を進めている。

ある程度広地域での取り組みでないと効果が期待できないた

め、推進体制を国で整理することを要望する。 

東京都 G 区 現時点で具体的な計画はないが、第三者機関への審査費用等の

支援について要望したい。 

東京都 H 市 財政支援、制度の周知と自治体の仕組みモデルの提示を希望す

る。 

新潟県 I 市 市町村レベル単位では難しいので、広域（例：県レベル）での

取り組みが必要だと考える。 

長野県 J 町 現在は特に予定はないが、必要に応じた対応窓口があるとよい。 

 

茨城県 K 市 国内クレジット制度活用について、庁内での協議・検討に着手

していないため、市の方針が定まっておらず、回答不可能であ

る。 

栃木県 l 市 参考となる事例が尐なく、本市対策との連携が見えないため不

明である。 

栃木県 M 市 取組の内容や方向性などを含め、現在検討中である。 

栃木県 N 町 国内クレジット制度の活用について、未定であるため回答でき

ない。 

群馬県 O 市 今後取り組む際には、上記のような支援を受けることを検討す

る予定である。 

東京都 P 区 今後検討するため、必要に応じて相談を希望する。 

東京都 Q 市 「Q 市地球環境保全行動計画」を基に、エネルギー政策を今後

検討していきたい。 

神奈川県 R 市 本制度について理解しておらず、何ともいえない。 

神奈川県 S 市 国・県等の動向を把握した上で取り組みを検討する。 

神奈川県 T 市 今年度策定予定の「地球温暖化対策地方公共団体実行計画」の

検討過程で方向性を議論し、改めて要望していきたい。 

神奈川県 U 市 現時点では取組みへの位置づけがないため、制度導入の方向性

について検討し、必要に応じて支援を希望する。 

新潟県 V 市 検討中である。 

※自治体のアルファベットは他の設問とは無関係である。 
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4.  連絡会議の内容 

4.1   栃木県 

4.1.1  構成メンバー 

栃木県は、平成 22 年度より栃木県内の中小企業の環境問題への対応促進および経営

力強化を目的とした「中小企業二酸化炭素排出削減支援事業」を開始した。これに伴い

組織された「とちぎ環境経営サポーター連絡会議」と連携して、国内クレジット制度に

関する情報提供とソフト支援事業等を行った。 

とちぎ環境経営サポーター連絡会議では、14 団体から参加を得た。構成メンバーは

以下の通りである。 

 

宇都宮大学、ESCO 推進協議会、社団法人中小企業診断協会、栃木県支部、栃木県環境カウン

セラー協会、東京電力株式会社栃木支店、東京ガス株式会社宇都宮支社、株式会社足利銀行、 

株式会社栃木銀行、日本政策投資金融公庫宇都宮支店、栃木県環境森林政策部地球温暖化対策

課、栃木県産業労働観光部経営支援課、財団法人栃木県産業振興センター、経済産業省関東経

済産業局、株式会社リサイクルワン 

 

4.1.2  連絡会議の開催内容 

栃木県において、全 3 回の連絡会議を予定していたが、第 3 回連絡会議については東

北地方太平洋沖地震の影響により中止となった。第 1 回、第 2 回連絡会議の開催内容お

よび第 3 回に予定されていた開催内容については、以下の通りである。 

 

第 1 回連絡会議 

日時 平成 22 年 6 月 30 日(水) 13:30～ 

場所 栃木県産業振興センター・特別会議室 

内容 (1) 事業概要及び平成 22 年度の事業実施計画について 

(2) 国内排出削減量認証制度基盤整備事業（地域連携による国内クレジット制度促 

進事業（関東地域））との連携について 

(3) 参加企業の公募について 

(4) 意見交換 

出席者 とちぎ環境経営サポーター連絡会議構成メンバー 

 



20 

 

第 2 回連絡会議 

日時 平成 22 年 12 月 20 日(月) 14:00～ 

場所 栃木県産業振興センター・特別会議室 

内容 (1) 参加申込状況及び支援対象企業の選定について 

(2) 参加申し込み企業の現況及び省エネ診断結果等について 

(3) 参加申込企業に対する今後の支援のあり方について 

(4) 個別案件に関する検討 

(5) 国内クレジット制度に関連する平成 23 年度の予算要求と最近の動き 

出席者 とちぎ環境経営サポーター連絡会議構成メンバー 

 

第 3 回連絡会議※ 

日時 平成 23 年 3 月 16 日(水) 14:00～ 

場所 とちぎ産業交流センター・特別会議室 

内容 (1) 参加企業の取組方針及び今後の支援方策等について 

(2) 平成 22 年度事業実績及び平成 23 年度事業実施計画について 

(3) 国内クレジット制度の活性化に向けた新たな取組 

(4) 重点 5 地域における今年度の取組と来年度の活動推進について 

出席者 とちぎ環境経営サポーター連絡会議構成メンバー 

※東北地方太平洋沖地震により中止となった。 
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4.2   長野県 

4.2.1  構成メンバー 

長野県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議は、長野県と経済産業省関東経済産

業局の双方が協力して連絡会議を組成した。県内全体を巻き込んで普及啓発、案件発掘

を行うネットワークとなり、以下のような特徴がある。 

・長野県庁内での関連部署からの出席が多く、県庁全体を巻き込んでいる。 

・長年県が省エネ活動に取り組んでいた歴史があり、県内の主だった環境、産業、

商業、農林業関連の団体や市町村を巻き込むことができている。 

長野県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議では、35 団体から参加を得た。構

成メンバーは以下の通りである。 

 

長野市環境政策課、松本市環境政策課、上田市生活環境課、飯田市地球温暖化対策課、駒ヶ根

市環境対策課、飯山市市民環境課、茅野市生活環境課、千曲市環境課、飯島町住民福祉課、松

川村環境福祉課、長野県地球温暖化防止活動推進センター、財団法人長野県中小企業振興セン

ター、長野県中小企業団体中央会、社団法人長野県商工会議所連合会、長野県商工会連合会  

社団法人長野県環境保全協会、社団法人長野県産業環境保全協会、長野県商店街振興組合連合

会、長野県商店会連合会、NPO 諏訪圏ものづくり推進機構、社団法人長野県銀行協会（八十二

銀行、長野銀行）、長野県信用金庫協会、長野県信用組合協会、長野県旅館ホテル組合会、JA

長野中央会、長野県森林組合連合会、長野県木材協同組合連合会、中部電力株式会社、長野県

環境部、長野県商工労働部、長野県農政部、長野県林務部、経済産業省関東経済産業局、株式

会社リサイクルワン 

 

 

4.2.2  連絡会議の開催内容 

長野県においても全 3 回の連絡会議を予定していたが、第 3 回連絡会議については東

北地方太平洋沖地震の影響により中止となった。第 1 回、第 2 回連絡会議の開催内容お

よび第 3 回に予定されていた開催内容については、以下の通りである。 

 

第 1 回連絡会議 

日時 平成 22 年 7 月 23 日(金) 13:30～ 

場所 長野県庁 議会棟 第一特別会議室 

内容 (1)長野県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議について 

(2)国内クレジット制度の概要と活用方法について 

(3)意見交換 

出席者 長野県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議構成メンバー 
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第 2 回連絡会議 

日時 平成 22 年 12 月 17 日(金) 13:30～ 

場所 長野県庁 

内容 (1)平成 23 年度経済産業省国内クレジット制度関係予算について 

(2)県有施設の太陽光発電設備等に係る国内クレジット制度の申請について 

(3)南箕輪村南原保育園の活用事例について 

(4)省エネルギーセミナーの開催と案件発掘について 

(5)長野県省エネ対策支援事業について 

出席者 長野県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議構成メンバー 

 

第 3 回連絡会議※ 

日時 平成 23 年 3 月 17 日(木) 13:30～ 

場所 長野県庁 議会棟 404、405 号会議室 

内容 (1)平成 22 年度申請状況と普及啓発活動状況について 

(2)平成 23 年度国内クレジット制度の概要について 

(3)平成 23 年度国内クレジット制度ネットワーク連絡会議について 

(4)平成 23 年度長野県の地球温暖化対策事業について 

(5)意見交換 

出席者 長野県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議構成メンバー 

※東北地方太平洋沖地震により中止となった。 
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4.3   群馬県 

4.3.1  構成メンバー 

群馬県国内クレジットネットワーク連絡会議は、群馬県と経済産業省関東経済産業局

の双方が協力して連絡会議を組成した。群馬県庁内の知見とネットワークを活かし、排

出削減事業者、省エネメーカー、融資対応としての地銀等、国内クレジット制度の案件

組成に必要なメンバーを、地域内から選出した。また、案件発掘の可能性が高い業界団

体、PR 効果の高い業界団体にも直接声がけし、ネットワーク連絡会議への参加を促し

た。 

群馬県国内クレジットネットワーク連絡会議では、25 団体から参加を得た。構成メ

ンバーは以下の通りである。 

 

群馬県環境政策課、群馬県産業政策課、群馬県林業振興課、群馬県農政課、藤岡市、榛東村、

片品村、社団法人群馬県商工会議所連合会、群馬県商工会連合会、群馬県中小企業団体中央会、

東京電力株式会社群馬支店、東京ガス株式会社群馬支社、株式会社群馬銀行、株式会社東和銀

行、桐生信用金庫、株式会社ヤマト、株式会社キンセイ産業、サンデン株式会社、群馬県旅館

ホテル生活衛生同業組合、群馬県園芸協会、社団法人群馬県木材組合連合会、環境カウンセラ

ーズぐんま、群馬県地球温暖化防止活動推進センター、経済産業省関東経済産業局、株式会社

リサイクルワン 

 

4.3.2  連絡会議の開催内容 

群馬県においても全 3 回の連絡会議を予定していたが、第 3 回連絡会議については東

北地方太平洋沖地震の影響により中止となった。第 1 回、第 2 回連絡会議の開催内容お

よび第 3 回に予定されていた開催内容については、以下の通りである。 

 

第 1 回連絡会議 

日時 平成 22 年 8 月 24 日(火) 14:00～ 

場所 群馬県庁北側 281―B 会議室(28 階) 

内容 (1)ネットワーク連絡会議の概要 

(2)国内クレジット制度の概要 

(3)ネットワーク連絡会議における取組（想定される案件の種類、事例紹介） 

(4)制度利用に係る支援制度の概要等の情報提供 

(5)普及促進・案件発掘のための取組方法についての意見交換 

出席者 ネットワーク構成メンバー 
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第 2 回連絡会議 

日時 平成 23 年 1 月 11 日(火) 10:30～ 

場所 群馬県庁南側 292 会議室(29 階) 

内容 (1)セミナー結果報告 

(2)事例紹介 

(3)第 1 回連絡会議以降の案件相談状況 

(4)案件発掘方法のディスカッション 

(5)国内クレジット制度の現状 

(6)国内クレジット制度の主な運用上の変更点について 

出席者 ネットワーク構成メンバー 

 

第 3 回連絡会議※ 

日時 平成 23 年 3 月 18 日(金) 14:00～ 

場所 群馬県庁北側 281―B 会議室(28 階) 

内容 (1)今年度の国内クレジット制度の動き 

(2)関東重点地域の他県での取組 

(3)群馬県での取組 

(4)平成 23 年度国内クレジット制度関連予算の概要について 

(5)平成 23 年度群馬県国内クレジットネットワーク連絡会議について 

(6)平成 23 年度ネットワーク連絡会議での普及促進の取組に関するディスカッシ

ョン 

出席者 ネットワーク構成メンバー 

※東北地方太平洋沖地震により中止となった。 
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4.4   山梨県 

4.4.1  構成メンバー 

山梨県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議は、山梨県と経済産業省関東経済産

業局の双方が協力して連絡会議を組成した。 

山梨県の環境施策として力を入れている、小水力や木質バイオマスの関連団体を巻き

込み、山梨県ならではの案件を創出すること、また関心の高い県内市町村にも声がけし、

市町村が所有する施設における排出削減を案件化することを目指した。 

山梨県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議では、23 団体から参加を得た。構

成メンバーは以下の通りである。 

 

山梨県企業局電気課(小水力発電開発支援室)、山梨県総務部管財課、山梨県農政部耕地課、山梨

県商工労働部産業支援課、山梨県森林環境部林業振興課、甲府市、道志村産業振興課、社団法

人山梨県商工会議所連合会、山梨県商工連合会、山梨県中小企業団体中央会、財団法人やまな

し産業支援機構、財団法人キープ協会、小菅の湯、東京電力株式会社甲府支店、東京ガス株式

会社（東京ガス山梨）、株式会社山梨中央銀行、有限会社エスコ山梨、NPO フィールド 21（山

梨県地球温暖化防止活動推進センター）、一般社団法人山梨県木材協会（木質バイオマス利用支

援センター）、山梨県旅館生活衛生同業組合、山梨県森林環境部環境創造課、経済産業省関東経

済産業局  株式会社リサイクルワン 

 

 

4.4.2  連絡会議の開催内容 

山梨県においても全 3 回の連絡会議を予定していたが、第 3 回連絡会議については東

北地方太平洋沖地震の影響により中止となった。第 1 回、第 2 回連絡会議の開催内容お

よび第 3 回に予定されていた開催内容については、以下の通りである。 

 

第 1 回連絡会議 

日時 平成 23 年 9 月 14 日(火) 14:00～ 

場所 ホテル談露館「アンバー」（1 階） 

内容 (1)ネットワーク連絡会議の概要 

(2)国内クレジット制度の概要 

(3)ネットワーク連絡会議における取組（想定される案件の種類、事例紹介） 

(4)制度利用に係る支援制度の概要等の情報提供 

(5)普及促進・案件発掘のための取組方法についての意見交換 

出席者 ネットワーク構成メンバー 
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第 2 回連絡会議 

日時 平成 23 年 1 月 20 日(木) 14:00～ 

場所 山梨県庁 北別館 5 階 507 会議室 

内容 (1)シンポジウム結果報告 

(2)事例紹介 

(3)山梨県内の取組内容と案件発掘状況 

(4)案件発掘方法のディスカッション 

(5)国内クレジット制度に関連する国の予算要求と制度運用上の重要な変更点のお

知らせ 

出席者 ネットワーク構成メンバー 

 

第 3 回連絡会議※ 

日時 平成 23 年 3 月 23 日(水) 14:00～ 

場所 山梨県庁 北別館 6 階 601 会議室 

内容 (1)今年度の国内クレジット制度の動き 

(2)関東重点地域の他県での取組 

(3)山梨県での取組 

(4)平成 23 年度国内クレジット制度関連予算の概要について 

(5)平成 23 年度山梨県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議について 

(6)やまなしグリーンニューディール計画推進指針について 

(7)平成 23 年度ネットワーク連絡会議での普及促進の取り組みに関するディスカ

ッション 

出席者 ネットワーク構成メンバー 

※東北地方太平洋沖地震により中止となった。 
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4.5   静岡県 

4.5.1  構成メンバー 

静岡県中小企業団体中央会では、平成 21 年度に「中小企業の省エネ・温暖化防止へ

の対応」に関する実態調査を実施し、県内の中小企業等が省エネの取り組みに関心があ

るにも関わらず、国内クレジット制度の認知度が低いことを把握した。この結果を踏ま

え、県内の中小企業に対するきめ細やかな普及啓発活動を行い、国内クレジット制度の

活用を促進させるために、研究会を発足させることとなっていた。 

静岡県では、平成 22 年度に静岡県中小企業団体中央会が発足させた「静岡県国内ク

レジット制度普及研究会」と相互連携させる形でネットワーク連絡会議を組成し、25

団体から参加を得た。構成メンバーは以下の通りである。 

 

静岡県くらし・環境部環境局環境政策課、静岡市環境総務課・産業政策課、浜松市環境部環境

企画課・商工部産業政策課、掛川市環境政策課、全国中小企業団体中央会、静岡商工会議所、

社団法人静岡県環境資源協会、静岡県地球温暖化防止活動推進センター、中部電力株式会社、 

東京電力株式会社、静岡ガス株式会社、中部ガス株式会社、鈴与ホールディングス株式会社、

鈴与商事株式会社、株式会社商工組合中央金庫静岡支店、株式会社日本政策金融公庫静岡支店、

株式会社三井住友銀行、株式会社静岡銀行、しずおか信用金庫、静清信用金庫、焼津信用金庫、 

静岡県中小企業団体中央会、経済産業省関東経済産業局、株式会社リサイクルワン 

 

 

4.5.2  連絡会議の開催内容 

静岡県において、連絡会議を 3 回開催した。各連絡会議の内容は、以下の通りである。 

 

第 1 回連絡会議 

日時 平成 22 年 7 月 27 日(火) 11:00～ 

場所 静岡市産学交流センター プレゼンテーションルーム 

内容 (1)静岡県中小企業団体中央会と局の連携事業に関する説明 

(2)国内クレジットファンドの検討 

出席者 ネットワーク構成メンバー 
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第 2 回連絡会議 

日時 平成 22 年 11 月 30 日(火) 13:30～ 

場所 静岡市産学交流センター プレゼンテーションルーム 

内容 (1)静岡県国内クレジット制度普及研究会の経過説明 

(2)国内クレジット制度の動き 

(3)省エネ町内会の取組み 

(4)意見交換 

出席者 ネットワーク構成メンバー 

 

第 3 回連絡会議 

日時 平成 23 年 3 月 14 日(月) 13:30～ 

場所 静岡市産学交流センター プレゼンテーションルーム 

内容 (1)国内クレジット制度の動き 

(2)ネットワーク構成メンバー間による国内クレジット制度についての意見交換 

出席者 ネットワーク構成メンバー 
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5.   連絡会議メンバーからの意見のまとめ 

5.1   連絡会議メンバーからの意見とりまとめの概要 

5 地域（栃木県、群馬県、山梨県、長野県、静岡県）で開催した国内クレジット制度

ネットワーク会議においては、国内クレジット制度活用に関する各自の取組の紹介や意

見の交換を行った。 

本章では、連絡会議のメンバーからの普及方策やクレジット活用方法等の意見を取り

まとめた。なお、震災の影響で開催できなかった第三回の地域の連絡会議については、

後日実施したアンケートの回答を元に取りまとめている。 
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5.2  普及方策、案件発掘方法 

普及方策や案件発掘方法として、外部への情報提供に関する意見が多く挙げられた。

特に、連絡会議メンバーの業務上で情報提供、制度を活用することで負担が尐なく効果

的であると考えられる。また、内部での普及啓発についても多く挙げられた。情報提供

時の工夫としては、具体的な投資金額や投資回収年数を提供するといったものが挙げら

れた。 

 

5.2.1  セミナー、説明会等の開催による情報提供 

・ 制度があること自体をほとんどの方が知らないこともあり、制度の説明も含めてセ

ミナー形式で会員などいろいろな人に参加してもらって、普及啓発に努めていきた

い。（業界団体）。 

・ 当社では、省エネルギー等の研修会を実施している。今回のような連絡会議を通し

て知ったことを伝えていきたいと思っている。（エネルギー供給業）。 

・ 国内クレジット制度やカーボンオフセットなどの活用については、まだ一部の関係

者や環境意識の高い企業などに限られているのが現状である。仕組みや制度、メリ

ット等について現場に近い人たちへの啓発は引き続き重要なポイントであると考

える（金融機関）。 

 

5.2.2  連絡会議メンバーの業務上での情報提供、制度の活用 

・ 平成 22 年度、民生部門において各家庭を訪問する「うちエコ診断」を実施する予

定である。具体的には、省エネ機器への買い替え、太陽光パネルの設置等を、各家

庭に案内する。プログラム型への活用の可能性を感じた（行政）。 

・ 中小企業を支援したいと考えている。厳しい環境のなか設備投資を控えている企業

が多い現状において、国内クレジットを有効活用することで活力を保って貰いたい

と考えている（行政）。 

・ 新エネルギーの導入促進は、地産地消をテーマに推進していく。是非この研究会と

連携していきたい（行政）。 

・ エコアクション21を行っている事業所では削減量50トンを達成できないところも

でてくるかもしれないが、該当するところを拾い上げていきたい（環境関連団体）。 

・ 県内の機械電子工業会に企業エコアドバイザー活用事業を委託している。これは技

術者を 4 名雇用し、その技術者が最新の省エネに関する研修を行う。その後技術者

が、企業を巡回することで PR に繋げるといった活動を行っており、その活動の中

で国内クレジット制度を PR していきたい（業界団体）。 

・ 中小企業を主な顧客として抱えている事もあり、顧客への融資の関連で、国内クレ

ジット等を情報提供していきたいと考えている（金融機関）。 

・ それぞれのメンバーが、一枚のパンフレットを業務上ついでに渡すということをす
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るだけで大きく変わってくるのではないか（金融機関）。 

・ 商工会議所、中央会の会報及び説明会において資料配布をすると良い。（ESCO 事

業者等） 

・ 中小企業の中では、情報を知らない方が多い。国内クレジットだけではメリットが

尐ないかもしれないが、補助金等を含めてメリットを増やして提案していきたい

（エネルギー供給業）。 

 

5.2.3  団体内での普及啓発 

・ 財団法人省エネルギーセンターが無料で国内クレジット制度活用推進者研修を行

っている。内容としては支店行員 40 名ほどが集まり半日をかけて国内クレジット

制度についての理解を深めた。これらの活動が将来的に案件発掘につながると考え

ている（金融機関）。 

・ 毎年、CO2 削減に関する目標値を自社内で設定し、基本的に本部ビル内の消費電力

の削減による目標達成を試みている。未達成分については、カーボンオフセットで

埋め合わせをしている。1 年目は CDM を活用し、2 年目は県内の国内クレジット

を活用した。そのため、現在従業員は同制度を徐々に理解してきている（金融機関）。 

・ 社内で国内クレジット制度の研修を行っているが、まだこの制度を熟知している社

員は尐ない。中小企業でも理解していないと思われる（大企業）。 

・ 業界団体での勉強会や社内勉強会等の取り組みが必要である（金融機関）。 

 

5.2.4  情報提供方法時の工夫 

・ 国内クレジットの活用としては、クレジット収入をランニングコストの軽減に使っ

てもらうというようなイメージで紹介したほうが良いのではないか（行政）。 

・ 事例紹介については、具体的なコスト、投資金額等を提示した方が中小企業に伝わ

りやすいと考えられる（環境関連団体）。 

・ 国内クレジット制度の削減事業者側の費用対効果やいくら投資をしていくら資金

がもどってくるのかといった部分を説明できるような仕組みが求められるのでは

ないか（中小企業支援団体）。 

 

5.2.5  その他 

・ 国内クレジット制度の普及については、環境的な側面や省エネ的な側面だけではな

く、多方面からやっていく必要がある。パイロットプロジェクトとして、みんなで

支援し、PR に繋げて行くのが重要ではないかと考える（ESCO 事業者等）。 

・ 熱心な説明者、小回りのきく人が歩き回ることが重要である（ESCO 事業者等）。 

・ 設備投資が伴うため、金融機関を巻き込むことが重要である（ESCO 事業者等）。 

・ 数年前に燃料が高騰したことがきっかけで農家が新しい省エネの設備に交換しよ
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うという考え方になってきている（業界団体）。 

・ 1 社当たり年間 50 トンの CO2 を排出する企業は尐ないため、省エネ町内会の取組

みはおもしろい（大企業）。 

・ 子会社の省エネを加速させ、親会社がクレジットを買い取るということを考えてい

る（大企業）。 

・ 銀行としては、この案件で儲けようとは思っていない。CSR 効果を重要視してい

る（金融機関）。 
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5.3   クレジット活用方法の提案 

クレジット活用方法として、地域でのお祭りや、金融商品へのカーボンオフセットの

活用に関する提案が挙げられた。 

 

・ 県独自のプロジェクトとしてカーボンオフセット利用する形だと、賛同が得られや

すいのではないか（ESCO 事業者等）。 

・ 最近では、花火大会などが予算の問題で中止になっている。クレジットによる資金

を花火大会やお祭りなどにつぎ込めるのではないかと考えた。このような温暖化防

止活動を楽しみながら、省エネルギーにつながるような仕組みも考えていきたい

（大企業）。 

・ 定期預金の一部を寄付し、今年から通帳のカーボンオフセットの取組を考えており、

環境対応に関してはかなり力を入れている。一方で国内クレジットの取引に関して

は白紙の状態であり、これから行っていくにあたり状況を把握し、案件に繋げてい

きたい（金融機関）。 

 

5.4   課題 

国内クレジット制度に関する課題として、情報提供の不足や案件発掘上の課題、メリ

ットの不足等が挙げられた。特に、地域の中小企業の現状としては、設備投資をする余

裕がない事業者も多く、国内クレジットだけのメリットでは制度活用まで至らない場合

が多いようであった。 

 

5.4.1  情報提供、認知上の課題 

・ 80 社くらいにマーケティングした結果、取り組んでみたいが自社は対象となって

いない、と思ってしまっている企業も数件あった（金融機関）。 

・ 農家が省エネ機器の使用電力量を計測するために費用を負担しているということ

がわかった。さらにヒートポンプ電力を大量に使うために、電気契約を変更し新た

に充電設備を導入しなければならない事態が発生した。このようにクレジット制度

の利用拡大の阻害要因も、新規で導入を考えている農家に対して説明する際は事前

に伝えるべきと感じた（行政）。 

・ 省エネルギーや補助金に関する様々な制度や情報があるため、情報が埋没してしま

うことが課題であると考えている（業界団体）。 

・ PR 不足であり制度自体が普及していない。そのため、共同実施者に対しての説明

が、イメージの理解にたどり着くだけで精一杯となってしまう（エネルギー供給業）。 

 

5.4.2 案件発掘、申請上の課題 

・ 中小企業等は自主行動計画を持っている業界団体に加入していると、排出削減事業
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者になることができないが、中小企業では自主行動計画に自社が入っているか判断

するのは難しい（静岡県・中小企業団体）。 

・ 書類の作成に負担がかかるという声が多かったことを踏まえ、その簡素化を図るべ

きではないかと感じている（金融機関）。 

・ 国内クレジット制度は地元の有力企業しか対象にならない（金融機関）。 

 

5.4.3  設備投資の資金確保上の問題 

・ 中小企業に対し、いろいろと国内クレジット制度の説明をしているところであるが、

設備投資まで目が行っていないというのが実情ではないかと考えている。いまだ中

小企業にとっては足元の資金繰りが重要であり、あらたな更新、投資になかなか結

びついていっていないという認識である（金融機関）。 

・ 本年度、省エネルギーに関する相談事業や訪問相談事業をしたが、中小企業の現状

としては、投資資金のかからないソフト的な取組から始まるというところが多かっ

たのが現状であった（行政）。 

 

5.4.4  メリット、クレジットの買取価格の課題 

・ 省エネ改修ニーズが高まってきており、特にここ 1～2 年は新設の工事費に比べ、

リニューアルの工事費が非常に多くなってきている。一方で排出量取引の案内をし

ているが、顧客側にインセンティブをなかなか感じてもらえない状況であり、結び

つけが難しいところであると考えている（ESCO 事業者等）。 

・ お客様が省エネ改修をメインとしながら補助金を使うということに意識がいって

しまう状況で、排出量取引を中心に話を進めるという状態になかなかならないでい

る。省エネ改修の方で話を進めて、その後に補助金の話をすると時間の制約もあり、

後手に回ってしまっているというのが現状である（ESCO 事業者等）。 

・ 何件か声がけを行い、案件発掘の協力をする中で感じたこととして、排出削減事業

者にとってのクレジットの価値として価格が安いことが挙げられる（エネルギー供

給業）。 

・ 国内クレジットに関しては敷居の高さや現状に追われるといったこともあり優先

順位として高くないという現状であると思う（業界団体）。 

 

5.4.5  その他 

・ 産業構造がグローバル化で地産地消にそぐわない（ESCO 事業者等）。 

・ プログラム型は認知されていない上に活動効果も不明である。必要性をあまり感じ

ない（ESCO 事業者等）。 

・ 新エネルギーを用いた方法論に関しては、J-VER 制度・グリーン電力制度等、他

制度との競合性が課題と感じた（エネルギー供給業）。 
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5.5   国や制度への要望 

国や制度への要望として、国内クレジット制度のメリットの創出や、案件発掘側のメ

リット創出といったものが挙げられた。 

 

・ ソフト支援のように事務的なサポートはしてもらえるが、もっと国内クレジット制

度ならではのメリットを要望する。国内クレジットを目指したおかげで補助金がと

れる、といったようなインセンティブが必要ではないか。現状のハード補助の予算

は小さすぎる上にハードルが高すぎる。また、募集期間が限られているため、非常

に使いづらい（行政）。 

・ 今後の国内クレジットのあり方について知りたい。J-VER と国内クレジットの差

がなくなってきたと考えられるが、出来れば 1 本化する方向で検討してほしい。そ

うすれば多くの人に知ってもらえると思う（行政）。 

・ クレジットの価格を高くしてもらいたい。企業 PR のためだけでは、中小企業には

体力的に無理がある（ESCO 事業者等）。 

・ 低炭素型や新エネルギーに関しての助成の情報を要望する（行政）。 

・ 国内クレジットの期間が 5 年間ということだが、PR の期間もかねて期間の延長が

必要なのではないかと思う（中小企業）。 

・ 普及には営利目的団体を推進し、制度利用顧客獲得で報奨金を出すことはどうか。

営利の伴わない PR では本気度が低く、成果に結びつかない（ESCO 事業者等）。 

 

5.6   来年度の連絡会議の運営に関する要望 

来年度の連絡会議の運営に関する要望について、開催時間帯の変更や、資料の事前送

付といったものが挙げられた。 

・ 昼間の開催では企業代表として参加しにくい。時間外、休日等を利用して欲しい。

（ESCO 事業者等） 

・ 会議の場で、内容がわかるのでは準備しにくい。会議資料の事前配布は行うべきで

ある。（ESCO 事業者等） 

・ 行政施設における木質バイオマスボイラーの導入による排出削減事業を具体的に

計画している。ソフト支援等のサポートを希望する。またクレジット購入のほかに、

森林整備支援も併せて取り組んでもらえるような共同実施者の紹介をお願いした

い。（行政） 
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5.7  代表的な質問と回答 

連絡会議での代表的な質問として、制度のメリット・デメリット、制度活用の条件、

共同実施者に関する事項が多く挙げられた。 

 

5.7.1  メリット・デメリット 

Q. カーボンオフセット付き製品を提供する側のメリットは何か（業界団体）。 

A. 消費者に対して、製品やサービスが環境に配慮していることを示すことができる。

最近では、環境に対しての消費者の意識が高まっており、消費者に製品やサービス

を選んでもらいやすくなる効果がある。特に国内クレジットの場合には、地域から

生み出された排出権でオフセットすることによる国内クレジットの「地産地消」を

PR できる。 

 

Q. 最終消費者にとってのカーボンオフセットのメリットとは何か（金融機関）。 

A. 地球温暖化対策に貢献している、国の施策である-6%に寄与できているという満足

感である。 

 

Q. 中小企業からの視点で言えば、国内クレジットを活用することによりどれくらいペ

イできるのか（業界団体）。 

A. 年間 50t 削減する案件があるとして、単価が 1,000 円/t であれば、5 万円/年程度の

収入増である。しかし、そのための設備投資に数百万、数千万円かけているのが現

状である。ただし、設備更新の時期に、省エネ型に転換しようとする際に、追加で

通常では得られない収入があることは魅力となりうる。また、情報発信、PR につ

ながることもメリットのひとつである。 

 

Q. 中小企業と話ししていると、ペナルティとデータの検証という言葉が良く出てくる

が、何らかのペナルティが存在するのか（環境関連団体）。 

A. 排出削減目標未達成であっても、国内クレジット制度においてペナルティはない。 

 

5.7.2  制度活用の条件 

Q 制度活用にあたっての排出削減量の規模の用件はあるか（行政）。 

A ソフト支援の対象としては、かつ年間 50t 以上の削減が見込めるものに限られる。

プログラム型は最終的に 50t が見込めるのであれば対象となる。 

 

Q. 追加性の判断について教えてもらいたい（大企業）。 

A. 排出削減計画の承認を受ける際、追加性の判断には複数の要件がある。これらの基

本的な考え方としては、国内クレジット制度を想定した排出削減事業であれば追加
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性があると判断される。また、定量的な数字として投資回収年数が 3 年以上である

ことが指標として挙げられる。 

 

Q. 制度開始前から、既に木くず焚きボイラーを導入しているが、その場合は対象とな

るのか（業界団体）。 

A. 制度自体は平成 20 年の 10 月より開始されたが、制度の対象となるのは平成 20 年

の 4 月以降の設備更新である。 

 

Q. 自治体は自らが排出削減事業者になっても良いのか（行政）。 

A. 自治体は自らが排出削減事業者になることも可能であり、すでにいくつかの事例が

ある。 

 

5.7.3  共同実施者 

Q 共同実施者の要件は何か（業界団体）。 

A 排出削減事業者に関しては自主行動計画非参加企業という制限があるが、共同実施

者について制限はない。 

 

Q. 共同実施者は具体的に何をしているのか（行政）。 

A. 排出削減事業者の設備更新等に対して、共同実施者が技術供与することは現状では

あまりない。資金供与については、クレジットの買取り資金となる場合が多い。 

 

Q. 共同実施者を探す方法はどのようなものがあるか（業界団体）。 

A. 関東経済産業局及びソフト支援機関へ相談するのが良い。 

 

Q. 共同実施者を探す際、ソフト支援機関に依頼することは可能なのか（大企業）。 

A. 可能である。地域内で関係のある企業等が、排出削減側と上手くマッチングして地

産地消型になるのがベストである。しかし、買い手が見つからない場合は、ソフト

支援機関からカーボンオフセットプロバイダーと呼ばれる国内クレジットを買い

取り、まとめて大口にして売るというビジネスを行っている企業や、県外だがクレ

ジットの買取に関心のある大手企業を紹介することは可能である。 

 

5.7.4  その他 

Q. 組合の役割として考えられることは何か（業界団体）。 

A. 組合に加盟している個別の団体・企業に対して、制度活用の働きかけを行うことが

考えられる。また、組合内の排出削減量をとりまとめて、クレジットとして販売す

ること等が考えられる。 
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6.   セミナー概要 

6.1   背景と目的 

（要精査） 

関東地域は、大企業も中小企業も多く、国内クレジット制度の買い手と売り手の両方

が多数存在している。これを利用して、CO2 排出削減と設備投資による経済刺激策の両

方の目的達成の可能性が十分に存在する。 

一方で、国内クレジット制度の利用状況については、まだ十分に浸透しているとは言

えず、中小企業等には国内クレジット制度自体についての認知があまり浸透していない。

また、制度を知っていてもメリットが認知されておらず、具体的な案件に結びつく例は

まだ多くない。 

こうした背景を踏まえ、排出削減事業者となりうる中小企業や共同実施者となりうる

大企業、自治体、地域金融機関等を主なターゲットとして、国内クレジット制度に関す

るセミナーを開催した。 

 

6.2   開催概要 

（要詳細追加） 

 セミナーでは、これから国内クレジット制度を利用する可能性がある事業者を主な対

象として、制度概要や事例を中心に説明を行った。パネルディスカッションでは、実際

の制度利用者から利用した感想や狙いなどについて具体的な話を行った。 

マッチング会では、制度利用企業を対象に、ソフト支援事業者との相談ブース、クレ

ジット買い手との相談ブースを設置し、具体的な案件創出に向けたマッチング会を開催

した。 

 

表 6-1 主なセミナーの内容 

項目 内容 

国内クレジット制度の概要と利

用方法 

国内クレジット制度の趣旨、方法

論、支援施策など制度概要の説明 

先進事例紹介 先進事例紹介を行い、具体的な利

用イメージについて説明 

パネルディスカッション 実際の制度利用者を集め、制度利

用メリットなどについて意見交

換を実施 
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6.3   開催場所 

関東経済産業局管内の 1 都 10 県において、それぞれセミナーを開催した。概要は表 

6-2 の通りである。合計で 1,244 名の参加者を集めた（1 か所平均 113 名）。 

 

表 6-2 セミナー開催概要 

都県 日程 セミナータイトル 会場 主催（局以外） 
集客

人数 

栃木県 
平成 22 年 7 月

14 日（水） 

県内中小企業の CO2 排

出削減の取組に対する

支援について 

と ち ぎ 産 業 交

流 セ ン タ ー 大

研修室 

栃木県、（財）栃

木県産業振興セン

ター 

107 人 

静岡県 
平成 22 年 7 月

27 日（火） 

静岡県国内クレジット

制度普及研究会キック

オフセミナー 

B-nest 静岡市

産学交流セン

タープレゼン

テーションル

ーム 

静岡県中小企業団

体中央会 
113 人 

長野県 
平成 22 年 9 月

16 日（木） 

国内クレジット制度普

及啓発セミナー 

長野県松本勤

労者福祉セン

ター大会議室 

長野県 

 
132 人 

群馬県 
平成 22 年 10

月 21 日（木） 

国内クレジット制度普

及啓発セミナー 

群馬県立産業

技術センター

多目的ホール 

群馬県 135 人 

埼玉県 
平成 22 年 10

月 26 日（火） 

国内クレジット制度普

及啓発セミナー 

大宮ソニック

シティ国際会

議室 

さいたま商工会議

所(後援) 
81 人 

新潟県 
平成 22 年 10

月 29 日（金） 

国内クレジット制度普

及啓発セミナー 

新潟市産業振

興センター2 階

会議室 

新潟国際ビジネス

メッセ 2010 実行

委員会（共催） 

77 人 

山梨県 
平成 22 年 11

月 16 日（火） 

やまなしエコ事業者シ

ンポジウム 

山梨県立文学

館講堂 

山梨県、環境に関

する企業連絡協議

会 

132 人 

神 奈 川

県 

平成 22 年 11

月 22 日（月） 

国内クレジットセミナ

ーin 横浜 

ワークピア横

浜 

横浜市（後援）、

神奈川県（後援） 
71 人 

東京都 
平成 22 年 11

月 26 日（金） 

国内クレジット制度普

及啓発セミナー 

ベルサール新

宿 
 216 人 

茨城県 
平成 22 年 12

月 9 日（木） 

茨城県国内クレジット

制度普及啓発セミナー 

ホテルレイク

ビュー水戸「紫

峰（しほう）」 

社団法人茨城県公

害防止協会 
90 人 

千葉県 
平成 22 年 12

月 15 日（水） 

ちばし地球環境保全セ

ミナー 

千葉商工会議

所 14 階第 1 ホ

ール 

千葉市地球温暖化

対策地域協議会 
90 人 
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6.4  開催会場ごとの概要 

6.4.1  栃木会場 

 栃木県においては、栃木県および財団法人栃木県産業振興センターと連携して、栃木

県の「中小企業二酸化炭素排出削減支援事業」と連携し、国内クレジット制度の概要の

説明、県内の国内クレジット制度活用事例の紹介、中小企業二酸化炭素排出削減支援事

業の事業概要の説明、財団法人省エネルギーセンターによる省エネルギー無料診断事業

の説明を行い、107 名集客した。申込者の分類としては、中小企業が全体の約 8 割であ

った。 

 

項目 内容 

タイトル 県内中小企業の CO2 排出削減の取組に対する支援について 

主催 関東経済産業局、栃木県、財団法人栃木県産業振興センター 

日時 平成 22 年 7 月 14 日（水） 13:30～16:00 

会場 とちぎ産業交流センター大研修室 

講演内容 

(1) 国内クレジット制度をはじめとする省エネに関する中小企業支援制度 

（関東経済産業局） 

(2) 栃木県内における国内クレジット制度活用事例 

～ 温泉旅館のボイラー更新による国内クレジット制度の活用～ 

（株式会社山水閣 代表取締役 片岡孝夫氏） 

(3) 中小企業二酸化炭素排出削減支援事業の事業概要及び公募内容 

（栃木県） 

(4) 省エネルギー無料診断の紹介 

（財団法人省エネルギーセンター） 

集客人数 107 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

81.0%

1.9%

2.9%

7.6%

6.7%
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6.4.2  静岡会場 

 静岡県においては、静岡県中小企業団体中央会と連携して、国内クレジット制度の概

要の説明、県内の国内クレジット制度活用事例の紹介、東京大学教授、松橋隆治氏によ

る地球温暖化問題と国内クレジット制度の意義の説明を行い、113 名集客した。申込者

の分類としては、中小企業が全体の約半数であった。また、他会場に比べ、自治体から

の申込が多く見受けられた。 

 

項目 内容 

タイトル 『静岡県国内クレジット制度普及研究会』キックオフセミナー 

主催 関東経済産業局、静岡県中小企業団体中央会 

日時 平成 22 年 7 月 27 日（火）14:00～16:30 

会場 B-nest 静岡市産学交流センタープレゼンテーションルーム 

講演内容 

(1)静岡県国内クレジット制度普及研究会について 

（静岡県中小企業団体中央会） 

(2)クレジット制度と設備導入に伴う支援策について 

（株式会社リサイクルワン 環境コンサルティング事業部 藤平慶太氏） 

(3)国内クレジット制度取組みの先進事例 

（静岡ガス株式会社 営業統括部 低炭素システム担当マネージャー 中井俊裕

氏） 

(4)地球環境問題と国内クレジット制度の意義 

（東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 松橋隆治氏） 

集客人数 113 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

52.2%

10.4%

9.6%

6.1%

21.7%
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6.4.3  長野会場 

長野県においては、長野県と連携して、国内クレジット制度の概要の説明、県内の国

内クレジット制度活用事例紹介、信州省エネパトロール隊と長野県による県内の省エネ

対策事例と支援策の説明を行い、132 名集客した。申込者の分類としては、中小企業が

全体の約半数であった。また、他会場に比べ、自治体からの申込が多く見受けられた。 

 

項目 内容 

タイトル 国内クレジット制度普及啓発セミナー 

主催 関東経済産業局、長野県 

日時 平成 22 年 9 月 16 日（木） 13:30～16:00 

会場 長野県松本勤労者福祉センター大会議室 

講演内容 

(1)国内クレジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策 

（関東経済産業局） 

(2)長野県内における国内クレジット制度活用事例 

～ひかり味噌株式会社の省エネ活動と国内クレジット制度への対応～ 

（ひかり味噌株式会社 専務取締役 大西邦男氏） 

(3)長野県内の省エネ対策事例と支援策 

（信州省エネパトロール隊、長野県） 

集客人数 132 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

56.6%

11.8%

9.6%

8.1%

(

)

5.9%
8.1%
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6.4.4  群馬会場 

 群馬県においては、群馬県と連携して、国内クレジット制度の概要の説明、県内にお

ける国内クレジット制度活用事例の紹介を行い、135 名集客した。申込者の分類として

は、中小企業が全体の約 7 割であった。 

 

項目 内容 

タイトル 国内クレジット制度普及啓発セミナー 

主催 関東経済産業局、群馬県 

日時 平成 22 年 10 月 21 日（木） 14:00～16:30 

会場 群馬県立産業技術センター多目的ホール 

講演内容 

(1)国内クレジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策 

（関東経済産業局） 

(2)国内クレジット制度活用事例① 

～温泉旅館のボイラー更新による国内クレジット制度の活用～ 

（株式会社山水閣 代表取締役 片岡孝夫氏） 

(3)国内クレジット制度活用事例② 

～ハウス栽培のヒートポンプ化による国内クレジット制度の活用～ 

（東京電力株式会社 環境部 地球環境グループ 首藤英俊氏） 

集客人数 135 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

72.4%

3.0%

2.2% 11.2%(

)

3.0%

8.2%
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6.4.5  埼玉会場 

 埼玉県においては、さいたま商工会議所と連携して、国内クレジット制度の概要と省

エネに関する中小企業支援策の説明、エネルギー・温暖化対策に関する県の中小企業支

援策の説明、無料省エネ診断事業と具体的な省エネ方法の説明を行い、81 名集客した。

申込者の分類としては、中小企業が全体の約 8 割であった。 

 

項目 内容 

タイトル 国内クレジット制度普及啓発セミナー 

主催 関東経済産業局 

後援 さいたま商工会議所 

日時 平成 22 年 10 月 26 日（火）10:00～12:30 

会場 大宮ソニックシティ国際会議室 

講演内容 

(1)国内クレジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策 

（関東経済産業局) 

(2)エネルギー・温暖化対策に関する埼玉県の中小企業支援策 

（埼玉県 環境部 温暖化対策課 主査 松本孝氏） 

(3)無料省エネ診断事業と具体的な省エネ方法 

（埼玉商工会議所 政策調整室 主任 八巻達彦氏） 

（エヌティーエム技術士事務所 代表 中谷二三男氏） 

集客人数 81 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

82.0%

9.0%

1.0%
(

)

3.0%

5.0%
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6.4.6  新潟会場 

 新潟県においては、新潟国際ビジネスメッセ 2010 実行委員会と連携して、国内クレ

ジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策の説明、県内における国内クレジッ

ト制度活用事例についての説明を行い、77 名集客した。申込者の分類としては、中小

企業が全体の約 7 割であった。 

 

項目 内容 

タイトル 国内クレジット制度普及啓発セミナー 

主催 関東経済産業局 

共催 新潟国際ビジネスメッセ 2010 実行委員会 

日時 平成 22 年 10 月 29 日（金）13:30～15:30 

会場 新潟市産業振興センター2 階会議室 

講演内容 

(1)国内クレジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策 

（関東経済産業局） 

(2)新潟県内における国内クレジット制度活用事例 

（テス・エンジニアリング株式会社 東日本営業本部 東京営業チーム 主任 上田定男氏） 

(3)省エネルギー無料診断の紹介 

（財団法人省エネルギーセンター） 

集客人数 77 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

69.8%

3.2%

(

)

3.2%

4.8%

7.9%

11.1%
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6.4.7  山梨会場 

 山梨県においては、山梨県、環境に関する企業連絡協議会と連携して、チャレンジ事

業者証の交付、国内クレジット制度の概要の説明、県内における国内クレジット制度活

用事例の紹介、財団法人省エネルギーセンターによる省エネルギー無料診断の紹介を行

い、132 名集客した。申込者の分類としては、中小企業が全体の約 6 割であった。また、

他会場に比べ、エネルギー供給会社からの申込が多く見受けられた。 

 

項目 内容 

タイトル やまなしエコ事業者シンポジウム 

主催 関東経済産業局、山梨県、環境に関する企業連絡協議会 

日時 平成 22 年 11 月 16 日（火）13:30～16:00 

会場 山梨県立文学館講堂 

講演内容 

(1)チャレンジ事業者証の交付 

(2)事例発表 1 

（ルネサス エレクトロニクス株式会社 甲府事業所） 

(3)事業説明 2 山梨県温室効果ガス排出抑制計画、自動車環境計画について 

(4)国内クレジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策の紹介 

（関東経済産業局） 

(5)省エネルギー無料診断の紹介 

（財団法人省エネルギーセンター） 

集客人数 132 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.7%

15.8%

( )

56.7%

(

)

11.7%

4.2%
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6.4.8  神奈川会場 

 神奈川県においては横浜市、神奈川県と連携して、国内クレジット制度の概要につい

ての説明、省エネ関連支援メニューの紹介、カーボンオフセットを含めた国内クレジッ

トの上手な使い方の説明を行い、71 名集客した。申込者の分類としては、中小企業が

全体の約 7 割であった。また、他会場に比べ、クレジットの買い手側となる大企業から

の申込が多く見受けられた。 

 

項目 内容 

タイトル 国内クレジットセミナーin 横浜 

主催 関東経済産業局 

後援 横浜市、神奈川県 

日時 平成 22 年 11 月 22 日（月）13:00～17:00 

会場 ワークピア横浜 

講演内容 

(1)国内クレジット制度について 

（経済産業省） 

(2)省エネ関連支援メニューのご紹介 

（横浜市、神奈川県） 

(3)カーボンオフセットを含めた国内クレジットの上手な使い方 

（株式会社リサイクルワン） 

集客人数 71 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

71.8%

1.3%
2.6%

11.5%

(

)

12.8%
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また、本会場においてはセミナー後に、国内クレジットの買い手（共同実施者）を募

るマッチング会を開催した。買い手を募った削減事業は以下の 7 事業であった。 

 

   CO2

 

 

茨城県 チョコレート工場 ボイラー更新 

コンプレッサー台数制御  

120t/年 平成 21～

24 年度 

栃木県 クリーニング会社 ボイラー更新 195t/年 平成 21～

24 年度 

栃木県 自動車整備士大学校 空調設備更新 160t/年 平成 21～

24 年度 

栃木県 クリーニング会社 ボイラー更新 200t/年 平成 21～

24 年度 

埼玉県 印刷工場 ボイラー更新 600t/年 平成 21～

24 年度 

群馬県 リネンメーカー ボイラー更新 22t/年 － 

栃木県 印刷事業 空調設備の更新 70t/年 － 
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6.4.9  東京会場 

 東京都においては、国内クレジット制度の概要の説明、国内クレジットを含む排出権

の利活用方法とメリットの説明、東京都内における国内クレジット制度の活用事例の紹

介を行い、216 名集客した。申込者の分類としては、中小企業が全体の約 6 割であった。

また、他会場に比べ、クレジットの買い手側となる大企業からの申込が多く見受けられ

た。 

 

項目 内容 

タイトル 国内クレジット制度普及啓発セミナー 

主催 関東経済産業局 

日時 平成 22 年 11 月 26 日（金）15:00～17:00 

会場 ベルサール新宿 

講演内容 

(1)国内クレジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策 

（関東経済産業局） 

(2)国内クレジットを含む排出権の利活用方法とメリット 

（株式会社リサイクルワン 取締役 辻本大輔氏） 

(3)東京都内における国内クレジット制度の活用事例（パネルディスカッション） 

「立川市内の街灯照明 LED化によるプログラム型排出削減事業」 

（西立商店街振興組合 理事長 坂村宗紀氏） 

（多摩信用金庫 価値創造事業部 副部長 長島剛氏） 

（株式会社山武  ビルシステムカンパニー マーケティング本部 部長 福田一成氏） 

集客人数 216 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

61.5%

(

)

12.3%

6.2%

3.6%

1.0%
15.4%
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6.4.10  茨城会場 

 茨城県においては、社団法人茨城県公害防止協会と連携して、国内クレジット制度の

概要の説明、県内の排出削減事業者の事例の紹介、財団法人省エネルギーセンターによ

る「うちエコ診断」事業の説明を行い、90 名集客した。申込者の分類としては、中小

企業が全体の約 9 割であった。 

 

項目 内容 

タイトル 茨城県国内クレジット制度普及啓発セミナー 

主催 関東経済産業局、社団法人茨城県公害防止協会 

日時 平成 22 年 12 月 9 日（木） 13:15～16:00 

会場 ホテルレイクビュー水戸「紫峰（しほう）」 

講演内容 

(1)国内クレジット制度をはじめとする省エネに関する中小企業支援制度 

（関東経済産業局） 

(2)事例発表：県内の排出削減事業者の事例発表 1 

（コグニスジャパン株式会社 北利根工場 工場長 日置智明氏） 

(3)事例発表：県内の排出削減事業者の事例発表 2 

（株式会社千代田グラビヤ 潮来第一工場 施設部 高木誠衞氏） 

(4)省エネルギー無料診断の紹介 

（財団法人省エネルギーセンター） 

(5)「うちエコ診断」事業説明 

（茨城県地球温暖化防止活動推進センター） 

集客人数 90 名 

風景 

 

 

 

 

 

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

85.7%

1.1%

(

)

5.5% 1.1%

6.6%
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6.4.11  千葉会場 

 千葉県においては、千葉市地球温暖化対策地域協議会と連携して、千葉大学名誉教授

山本忠氏による地球温暖化についての基調講演、地球温暖化対策に関する事業者の取組

の紹介、国内クレジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策の説明、国内クレ

ジット制度を活用した取組の紹介を行い、90 名集客した。申込者の分類としては、中

小企業が全体の約 3 割であった。また、他会場に比べ、個人、エネルギー供給会社から

の申込が多く見受けられた。 

 

項目 内容 

タイトル ちばし地球環境保全セミナー 

主催 関東経済産業局、千葉市地球温暖化対策地域協議会 

日時 平成 22 年 12 月 15 日（水） 13:00～16:00 

会場 千葉商工会議所 14 階第 1 ホール 

講演内容 

(1)基調講演「地球温暖化について」 

（千葉大学 名誉教授 山本忠氏） 

(2)地球温暖化対策に関する事業者の取組発表 

（JFE スチール株式会社 手塚宏之氏） 

(3)国内クレジット制度の概要と省エネに関する中小企業支援策 

（関東経済産業局） 

(4)国内クレジット制度を活用した取組発表 

（テス・エンジニアリング株式会社 松本大樹氏） 

集客人数 90 名 

風景 

  

申込者 

分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )

31.2%

18.3%

11.8%

8.6%

1.1%

(

)

8.6%

20.4%
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7.   セミナーアンケート分析 

7.1   栃木会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 75 社から回答を得た。 

 

7.1.1  セミナーへの参加動機 

今回のセミナーについて、お申込みの動機について、ご教示ください。（複数選択可） 

 

セミナーへの参加動機として「栃木県の排出削減支援事業の詳しい内容を知りたい」

が最も多く、約 5 割の参加者が栃木県の排出削減支援事業へ関心を寄せていた。また、

「国内クレジット制度の概要」「省エネルギーの具体的な取り組み方法」についても 5

割弱の参加者が関心を持っていた（図 7-1 参照）。 

12.0%

30.7%

46.7%

48.0%

53.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

 

図 7-1 セミナーへの参加動機（n=75 複数回答可） 

 

 

7.1.2  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度概要、国内クレジット制度

活用事例、栃木県排出削減支援事業、省エネ無料診断の各パートに分けて尋ねたとこ

ろ、いずれのパートにおいても 9 割以上の参加者から「とても参考になった」もしく

は｢まあまあ参考になった｣と回答があった（図 7-2 参照）。 

また、その他の意見として、「クレジットに対する具体的な取組み、排出量に対し

ての相場、取引期間等について詳細な説明が欲しい」「予備知識がないと、初めて聞

くには理解しにくい」といったものが挙げられた。 
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国内クレジット制度概要（n=73） 国内クレジット制度活用事例（n=74）

30.1%

8.2%

61.6%

29.7%

1.4%

68.9%

 

栃木県排出削減支援事業（n=73） 省エネ無料診断（n=68） 

56.0%

38.7%

2.7% 2.7%

2.7%

9.3%

30.7%
57.3%

 

図 7-2 セミナーの満足度 
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7.1.3  排出削減事業・省エネ無料診断への参加意向 

栃木県中小企業二酸化炭素排出削減事業もしくは省エネ無料診断に参加する意向はありますか。 

 

栃木県中小企業二酸化炭素排出削減事業もしくは省エネ無料診断に参加する意向を

尋ねたところ、5 割弱の参加者は「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていなかっ

た。それに対して、約 4 割の企業が「是非参加したい」もしくは「できれば参加したい」

と積極的な意向を示した（図 7-3 参照）。 

8.6%

0.0%

50.0%

15.7%

25.7%

 

図 7-3 排出削減事業・省エネ無料診断への参加意向（n=70） 

 

 

7.1.4  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向については、約 2 割の参加者が

「あまり参加するつもりはない」もしくは「参加することはない」、約 5 割の参加者が

「検討中･不明」としており、国内クレジット制度の活用による排出削減に対して現時

点で積極的な意向を示す企業は約 3 割だった（図 7-4 参照）。 

また、その他の意見として、「具体的なものがまだ見えてこない為、はっきりと回答

できない」といったものが挙げられた。 
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11.3%

8.5%

16.9%

11.3%

52.1%

 

図 7-4 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向（n=71） 

 

7.1.5  国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題として、最も多く挙

げられたのは「金銭的なインセンティブがない」ことであった。また、約 2 割の企業が

「制度への理解不足」「制度の今後の行き先」に対しても不安を抱いていることが分か

った（図 7-5 参照）。 

また、その他の意見として、「年度の取り扱い方が不明」「どこの設備を変えれば、効

率良く CO2 を削減できるのかが不明」といったものが挙げられた。 

2.7%

13.3%

16.0%

17.3%

17.3%

24.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%  

図 7-5 国内クレジット制度を活用して排出削減するにあたっての課題 

（n=75 複数回答可） 
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7.1.6  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、約 5 割

の企業が、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていなかった。また、「あまり活用

するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が約 3 割であるのに対

して、「是非活用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 1 割と尐なか

った（図 7-6 参照）。 

53.1%

20.3%

10.9%

6.3%

9.4%

 

図 7-6 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向（n=64） 

 

 

7.1.7  今後受講してみたいセミナー内容 

今後受講してみたいセミナー内容がありましたら、ご記入ください（省エネに関わる海外の動向、

従業員の省エネ教育、等々）。 

 

今後受講してみたいセミナー内容として、｢各企業、省エネの具体的な取り組み例｣、 

「J-VER の講習会」「省エネに関わる海外の動向」が寄せられた。 
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7.1.8  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ セミナーを公募前に開いて欲しかった。 

・ とちぎ環境経営サポーター連絡会議の構成メンバーに疑問を持つ。この構成メンバ

ーで専門的な助言を期待できるのか。 

・ 良くニュースには出るが、内容のほとんどが初めて聞く事ばかりの言葉が数多く出

てきたセミナーであった。これらの単語が理解できるように頻繁にセミナーを開催

して、中小企業の人達に浸透させる事が必要だと思う。 

・ 今回の講師である山水閣のように、例を出して話を進めると中小企業事業者にも理

解しやすいと思う。 
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7.2   静岡会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 46 名から回答を得た。 

 

7.2.1  セミナーへの参加動機 

今回のセミナーについて、お申込みの動機について、ご教示ください。（複数選択可） 

 

セミナーへの参加動機として「国内クレジット制度の概要を知りたい」が最も多く、

回答者のうち 8 割が、国内クレジット制度へ関心を寄せていることが分かった。また、

「静岡県国内クレジット普及研究会の詳しい内容を知りたい」についても 4 割以上の回

答者が関心を持っていた（図 7-7 参照）。 

6.5%

26.1%

41.3%

76.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

 

図 7-7 セミナーへの参加動機（n=46 複数回答可） 

 

 

7.2.2  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度の概要と支援策、国内クレジ

ット制度活用事例、松橋教授の基調講演の各パートに分けて尋ねたところ、いずれの

パートにおいても 9 割以上から「とても参考になった」もしくは｢まあまあ参考にな

った｣と回答があった（図 7-8 参照）。 

また、その他の意見として、「事例紹介の時間を長くして欲しかった」「取引価格の決

め方が分からなかった」といったものが挙げられた。
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自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 事例紹介の時間を長くして欲しかった。 

・ 取引価格の決め方が分からなかった。 

・ 既に削減をした排出分についての扱いを知りたかった。 

・ 勉強不足もあって、内容を理解するのが非常に困難であった。 

 

国内クレジット制度の概要と支援策

（n=46） 

国内クレジット制度活用事例 

（n=46） 

2.2%

52.2%

45.7%

 

6.5%

47.8%

45.7%

 

松橋教授の基調講演（n=46） 

45.7%

4.3%

50.0%

 

図 7-8 セミナーの満足度 
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7.2.3  静岡県国内クレジット制度普及研究会への参加意向 

静岡県国内クレジット制度普及研究会に参加する意向はありますか。 

 

静岡県国内クレジット制度普及研究会に参加する意向を尋ねたところ、6 割以上の回

答者が「是非参加したい」もしくは「できれば参加したい」と積極的な意向を示した。

また、約 2 割が「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っておらず、「あまり参加する

つもりはない」もしくは「参加することはない」といった消極的な回答者は約 1 割であ

った（図 7-9 参照）。 

22.2%4.4%

6.7%

22.2%

44.4%

 

図 7-9 静岡県国内クレジット制度普及研究会への参加意向（n=45） 
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7.2.4  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向については、回答者のうち約 4

割が「是非活用したい」もしくは「出来れば活用したい」と、積極的な意向を示した。 

それに対して、「あまり活用するつもりはない」もしくは「活用することはない」と

いった回答者は 2 割、「検討中･不明」を選択した回答者は3 割強であった（図 7-10 参

照）。 

34.1%

15.9%
4.5%

6.8%

38.6%

 

図 7-10 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向（n=44） 

 

 

7.2.5  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたって課題として、「制度の今

後の行き先が不透明」が最も多く、約 4 割の回答者が制度の今後について不安を抱いて

いることが分かった。また、約 3 割の回答者が「金銭的なインセンティブがない」「国

内クレジット制度にメリットをあまり感じない」といった、制度活用へのインセンティ

ブの欠如を指摘していた（図 7-11 参照）。 

また、その他の意見として、「売買単位が小さすぎるため、制度活用へのメリットに

疑問を感じる」「メリットを数字等で具体的に示してほしい」といったものが挙げられ

た。 
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15.9%

20.5%

25.0%

27.3%

36.4%
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図 7-11 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=46 複数回答可） 

 

 

7.2.6  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非

活用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 2 割であった。それに対

して、「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が約

3 割、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていない回答者は約 4 割であった（図 7-12

参照）。 
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0.0%

41.9%

20.9%

14.0%

23.3%

 

図 7-12 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向（n=43） 

 

 

7.2.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。ま

た、静岡県内における国内クレジット制度の普及策のご提案などがございましたら、ご記入くだ

さい。 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 中央会の HP などで、クレジット活用の事例等を充実させて欲しい。 

・ 県内の大手事業者の参加状況を教えて欲しい。 

・ 極小ロットの CO2 削減量のとりまとめに期待している。 

・ 数多くある CO2 削減の方法について、勉強会を開くと良い。 

・ 全国中央会との情報交換による、互換的な補足的推進が可能であれば好ましい。 

・ 国内クレジットに関する初めてのセミナーに参加だったため、概要を知るだけで精

一杯だった。ただ、大変興味深く聞く事ができた。 

・ ソフト支援をどの様に活用できるかがキーポイントだと思う。 

・ ファンドについては、考え方はいいけれど実現可能性が低いのではないか。 

・ 継続的に、制度の理解や活用の為のセミナーを開いて欲しい。 
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7.3   長野会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 78 名から回答を得た。 

 

7.3.1  セミナーへの参加動機 

今回のセミナーについて、お申込みの動機について、ご教示ください。（複数選択可） 

 

セミナーへの参加動機として「国内クレジット制度の概要を知りたい」が最も多く、

回答者のうち約 7 割が、国内クレジット制度へ関心を寄せていることが分かった。また、

「国内クレジット制度の具体的な活用事例を知りたい」についても約 6 割の回答者が関

心を持っていた（図 7-13 参照）。 
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24.4%

32.1%

60.3%

74.4%
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図 7-13 セミナーへの参加動機（n=78 複数回答可） 

 

 

7.3.2  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度の概要と支援策、国内クレ

ジット制度活用事例、省エネ対策事例と支援策の各パートに分けて尋ねたところ、い

ずれのパートにおいても 9 割以上から「とても参考になった」もしくは｢まあまあ参

考になった｣と回答があった。 

また、その他の意見として「パトロール隊の紙ベース資料が欲しかった」「定量的な

話しが尐なく、制度のメリットが分かりにくい」「ひかり味噌の方の話には心を動かさ

れた」等があった（図 7-14 参照）。 
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国内クレジット制度の概要と支援策（n=78） 国内クレジット制度活用事例（n=77） 

52.6%

5.1%

42.3%

 

61.0%

37.7%

1.3%

 

省エネ対策事例（n=65） 

58.5%

4.6%

36.9%

 

図 7-14 セミナーの満足度 
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7.3.3  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向については、回答者のうち約半

数が「是非活用したい」もしくは「出来れば活用したい」と、積極的な意向を示した。 

それに対して、「あまり活用するつもりはない」もしくは「活用することはない」と

いった回答者は約1割未満、「検討中･不明」を選択した回答者は約5割であった（図 7-15

参照）。 

5.3%
1.3%

44.0%

8.0%

41.3%

 

図 7-15 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向（n=75） 

 



67 

7.3.4  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたって課題として、「設備投資

する余裕がない」が最も多く、約 4 割の回答者が設備投資を実行できる経営状態でない

ことが分かった。また、約 3 割の回答者が「制度の今後の行き先が不透明」と回答して

おり、制度の今後について不安を抱いていることが分かった（図 7-16 参照）。 

また、自由記入欄には主に以下のような意見が寄せられた。 

・ モニタリング等の実績値の測定（特に小規模を絡めた場合）が簡易化すると良い。 

・ 事業仕分け等の政策によって、法改正のリスクがあるのではないか。 

・ 現段階では、購入側のメリットが尐ないのではないか。 

・ イニシャルコスト、制度利用による利潤等を、もっと具体的な金額で示して欲しか

った。 

・ 利用できる業界・業種が限られている。 

・ もっと補助を手厚くして欲しい。 
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12.8%
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30.8%
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

 

図 7-16 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=78 複数回答可） 
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7.3.5  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非

活用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 3 割であった。それに対

して、「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が約

2 割、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていない回答者は半数以上であった（図 

7-17 参照）。 

9.5%

9.5%

54.1%

1.4%

25.7%

 

図 7-17 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向（n=74） 
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7.3.6  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。ま

た、長野県内における国内クレジット制度や省エネルギーの取組みの普及策のご提案などがござ

いましたら、ご記入ください。 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 都市ガス配管の敷設に、補助を出して欲しい。 

・ 中小企業者に類さない場合は、補助金制度を受けられないか。 

・ 省エネ技術動向全般（特に先端技術）について知りたい。 

・ EU・東京都他の排出量取引制度の概要と動向について知りたい。 

・ 省エネ教育と法改正の説明会を開催して欲しい。 

・ 海外動向について知りたい。 

・ テキスト、スライドの中で単位等誤りが多く気になった。計量法準拠（SI 単位表記）

が良いのではないか。 
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7.4   群馬会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 99 名から回答を得た。 

 

7.4.1  セミナーへの参加動機 

今回のセミナーについて、お申込みの動機について、ご教示ください。（複数選択可） 

 

セミナーへの参加動機として「国内クレジット制度の概要を知りたい」が最も多く、

回答者のうち約 7 割が国内クレジット制度へ関心を寄せていることが分かった。 

また、「国内クレジット制度の具体的な活用事例が知りたい」についても 4 割以上の

回答者が関心を持っていた（図 7-18 参照）。 
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図 7-18 セミナーへの参加動機（n=99 複数回答可） 

 

7.4.2  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度概要、国内クレジット制度

活用事例 1、国内クレジット制度活用事例 2 の各パートに分けて尋ねたところ、いず

れのパートにおいても 9 割以上から「とても参考になった」もしくは｢まあまあ参考

になった｣と回答があった（図 7-19 参照）。 

また、その他の意見として、「活用事例についての講演が、非常に参考になった」「国内

クレジット制度概要の内容があまり理解できなかった」「もう尐し簡単な言葉で説明し

て欲しい」といったものが挙げられた。疑問点としては、「自主行動計画策定業種であ

れば、国内クレジット制度ではなく、業種内の本来の排出権取引の対象となるのではな

いか」といったものが挙げられた。
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国内クレジット制度概要（n=95） 国内クレジット制度活用事例 1（n=92） 

44.2%

53.7%

2.1%

69.6%

2.2%

28.3%

 

国内クレジット制度活用事例 2（n=87） 

42.5%

54.0%

3.4%

 

図 7-19 セミナーの満足度 
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7.4.3  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向については、回答者のうち約半

数以上が「是非活用したい」もしくは「出来れば活用したい」と、積極的な意向を示し

た。それに対して、「あまり活用するつもりはない」もしくは「活用することはない」

といった回答者は 1 割、「検討中･不明」を選択した回答者は約4 割であった（図 7-20

参照）。 

また、その他の意見として、「医療機関に対して提案・実行を行いたい」「自社ではな

く、他社への導入を支援したい」「自主行動計画に参加している、事業部門を持つので、

社内調整が難しい」「活用したいが、コストが心配である」といったものが挙げられた。 
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2.3%

34.9%

38.4%

16.3%

 

図 7-20 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向（n=95） 

 

 

7.4.4  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたって課題として、「設備投資

する余裕がない」が最も多く、回答者のうち約 4 割が、設備に対する投資環境の悪化を

感じていた。また、次に多い回答は「制度の今後の行き先が不透明」であり、約 3 割の

回答者が制度の今後について不安を抱いていることが分かった。また、約 2 割の回答者

が「金銭的なインセンティブがない」といった、制度活用へのインセンティブの欠如を

指摘していた（図 7-21 参照）。 
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また、その他の意見として、以下のような意見が寄せられた。 

・ エコアクション 21 等の取組を行っており、現在は目標達成中である。 

・ クレジットを購入する側には金銭的インセンティブがなく、社内説明に説得性がな

くなる。 

・ BtoB の企業では、CSR 訴求メリットがないのではないか。 

・ 設備導入には補助金の比重が大きい。いつまで出るのか等、クレジット価格を含め

て不透明な部分が多い。 

・ 制度が複雑過ぎるのではないか。 

・ 国内クレジット制度が、中小企業等にとっての本質的な CO2 削減動機につながって

いくかに疑問を感じる。 

・ ハードの支援事業補助金を拡充して欲しい。 

・ 誰に相談すれば良いか分からない。 

・ ソフト支援制度の簡略化によって、余分な税金を使わないようにしてもらいたい。 

・ 税の自己申告と同様に、審査等不用又は簡略化を願いたい。 

・ 申請手続きに手間がかかるという印象を受けた。 
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図 7-21 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=99 複数回答可） 
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7.4.5  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非

活用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 4 割であった。それに対

して、「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が約

2 割、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていない回答者は約半数であった。 

また、その他の意見として、「自社で CO2 削減したクレジットの引き取り先について、

よく分からない」といった意見が寄せられた（図 7-22 参照）。 
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図 7-22 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向（n=95） 
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7.4.6  今後受講してみたいセミナー内容 

今後受講してみたいセミナー内容がありましたら、ご記入ください（省エネに関わる海外の動向、

従業員の省エネ教育、等々）。 

 

今後受講してみたいセミナー内容として、以下のような意見が寄せられた。 

・ 排熱回収システム方法と投資対効果について。 

・ プログラム型排出削減について。 

・ ROHS・水銀などの規制について。 

・ 欧州における省エネ・ノンフロンの現況について。 

・ 設備業向けの国内クレジットセミナー。 

・ 省エネ技術導入事例について。 

・ 初期投資があまりかからない省エネ方法・従業員への啓発方法について。 

 

7.4.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 組合員向けに説明会等が実施できたら良いと感じた。 

・ 群馬県病院協会、自治体病院協会、各市郡医師会等のグループへの提案をすると良

いのではないか。 

・ 群馬県の連絡会議メンバーに信用金庫と信用組合が入っていなかった。地域の中小

企業専門金融機関も入れるべきではないか。 

・ 地産池消の推進が必要なのではないか。 

・ 国や地方自治体に、排出権を市場価格よりも高く買い取って欲しい。 

・ 国内クレジットの排出削減方法では設備の更新・新設が主となっているが、エアコ

ン洗浄により、CO2 の削減を示せれば、これも方法論として認められるのか。 

・ 県庁での担当や県民局での窓口等がどこか分からないので、担当を明確にして欲し

い。また、県でのサポート体制等を HP で公開して欲しい。 

・ 地区を分けて重点的にセミナーを開くと良いのではないか。 

・ 企業が導入するにあたって、どの程度費用と期間がかかるのかについて知りたい。 

・ 中小企業者向けの分かりやすいパンフ・リーフレットを作成して欲しい。 

・ 量販店などの事例があれば聞いてみたい。 

・ 削減の伸びしろが尐ない中小企業にとって、魅力的な制度でないため、大多数の事

業所への普及が難しいのではないか。支出を減らすだけでなく、クレジットによる

収入以外の収入を増やせる仕組みがないと、紹介しにくい。 
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7.5   埼玉会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 68 名から回答を得た。 

 

7.5.1  セミナーへの参加動機 

今回のセミナーについて、お申込みの動機について、ご教示ください。（複数選択可） 

 

セミナーへの参加動機として「国内クレジット制度の概要を知りたい」が最も多く、

回答者のうち約 8 割が国内クレジット制度へ関心を寄せていることが分かった。また、

「省エネルギーの具体的な取組方法が知りたい」についても 5 割近くの回答者が参加動

機として挙げていた（図 7-23 参照）。 
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図 7-23 セミナーへの参加動機（n=68 複数回答可） 

 

7.5.2  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度概要、埼玉県の中小企業支

援策の紹介、無料省エネ診断の各パートに分けて尋ねたところ、いずれのパートにお

いても約 9 割の回答者が「とても参考になった」もしくは｢まあまあ参考になった｣

と回答した。特に、1 国内クレジット制度概要については 5 割以上の回答者が「とて

も参考になった」と回答しており、満足度が高かった（エラー! 参照元が見つかりま

せん。参照）。 

自由意見として「排出削減事業者と共同実施者の関係が良く分かった」「具体的な

排出削減事例の紹介が良かった」「国・埼玉県・中小企業向けの一括した話を聞けて

良かった」などが挙げられ、不明点や疑問点などの回答はなかった。 
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国内クレジット制度概要（n=67） 埼玉県の中小企業支援策の紹介（n=63） 
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無料省エネ診断（n=60） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 7-24 セミナーの満足度 
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7.5.3  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向について、約 4 割の回答者が「是

非活用したい」もしくは「出来れば活用したい」と、積極的な意向を示した。それに対

して、「あまり活用するつもりはない」もしくは「活用することはない」といった回答者

は約 2 割、「検討中･不明」を選択した回答者は約3 割であった（図 7-25 参照）。 

また、その他の意見として、「（クレジットを）既に保有している」「ビルオーナーに勧

めたい」「客先に勧めたい」「排出量が小さい」などが挙げられた。 

33.8%

9.2%

15.4%

36.9%

4.6%

 
図 7-25 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向（n=65） 
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7.5.4  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたって課題として、「設備投資す

る余裕がない」が最も多く、約 4 割の回答者が設備に対する投資環境の悪化を感じてい

た。また、次に多かった回答は「制度の今後の行き先が不透明」であり、4 割弱の回答

者が制度の今後について不安を抱いていることが分かった。また、約 2 割の回答者が「金

銭的なインセンティブがない」といった、制度活用へのインセンティブの欠如を指摘し

ていた。また、同じく約 2 割の回答者が「制度があまり理解できない」ことを課題とし

ていた（図 7-26 参照）。 

その他の課題として、以下のような回答が挙げられた。 

・ 手続き・承認プロセスに手間がかかる。 

・ 自身が制度の対象となりうるか分からない。 

・ 設備投資と排出権取引の金銭的なバランスが分からない。 

・ 省エネの取り組みは、損をするというイメージがある。 

・ 審査費用が高い。 

0.0%

7.4%

17.6%

19.1%

35.3%

39.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

 
図 7-26 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=68 複数回答可） 
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7.5.5  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非活

用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 3 割であった。それに対して、

「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が 2 割、「検

討中・不明」と明確な意向を持っていない回答者は約半数であった（図 7-27 参照）。 

また、その他の意見として、「制度を理解すれば、利用したいと考える取引先はあると

思う」といった意見が寄せられた。 

47.5%

6.6% 13.1%

29.5%

3.3%

 
図 7-27 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向（n=61） 
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7.5.6  今後受講してみたいセミナー内容 

今後受講してみたいセミナー内容がありましたら、ご記入ください（省エネに関わる海外の動向、

従業員の省エネ教育、等々）。 

 

今後受講してみたいセミナー内容として、以下のような意見が寄せられた。特に省エ

ネ事例集に対しては、複数の回答者から要望があった。 

 

・ 欧州における省エネ動向。 

・ 各環境関連法規の最新動向（海外法を含む）。 

・ クレジット関連・補助金関連。 

・ 従業員の省エネ教育。 

・ 省エネ法届出の記入方法。 

・ 制度利用企業からの講演。 

・ 省エネの具体的な取り組み方法（特に工場・設備）。 

・ 熱損失防止に対する事例集。 

・ 省エネ事例集（業種毎）。 

 

 

 

7.5.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 国や県等で、似通った制度があり、どの制度を利用すべきかが分からない。 

・ 市場のことを考えると、東京都と制度の内容を近いものとして、自由に取引できる

方が望ましいのではないか。東京都に向けて、このような「広域的な取引」が実現

するように、働きかけてほしい。 

・ 東京都を含め、9 都県市で排出量の取引ができるように、埼玉県として推進して欲し

い。 

・ 当社は、現在の取り組みとして、フィリピンにマングローブの植林を行っている。

今後は、お客様からも費用を負担してもらう予定である。この取り組みに関して、

クレジット制度は、どのように関連付けられるかを知りたい。 

・ 補助金等の支援策の拡大・継続をして欲しい。 
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7.6   新潟会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 51 名から回答を得た。 

 

7.6.1  セミナーへの参加動機 

今回のセミナーについて、お申込みの動機について、ご教示ください。（複数選択可） 

 

セミナーへの参加動機として「国内クレジット制度の概要を知りたい」が最も多く、

回答者のうち約 7 割が、国内クレジット制度へ関心を寄せていることが分かった。また、

「国内クレジット制度の具体的な活用事例を知りたい」についても約 5 割の回答者が関

心を持っていた（図 7-28 参照）。 

また、自由記入欄には以下のような意見が寄せられた。 

・ 約 1,000t/年のクレジットが中に浮いており、新規方法論の作成について相談しよ

うと思った。 

8.0%

16.0%

27.0%

53.0%

73.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

 
図 7-28 セミナーへの参加動機（n=51 複数回答可） 
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7.6.2  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度の概要、国内クレジット制

度活用事例、省エネ無料診断の各パートに分けて尋ねたところ、いずれのパートにお

いても 9 割以上から「とても参考になった」もしくは｢まあまあ参考になった｣と回答

があった（図 7-29 参照）。 

 
国内クレジット制度の概要（n=49）    国内クレジット制度活用事例（n=46） 

38.8%

4.1%

57.1%

43.5%

56.5%

0.0%

 
省エネ無料診断（n=43） 

60.5%

37.2%

2.3%

 
図 7-29 セミナーの満足度 
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7.6.3  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向については、回答者のうち 4 割が

「是非活用したい」もしくは「出来れば活用したい」と、積極的な意向を示した。 

それに対して、「活用することはない」といった回答者は約 1 割、「検討中･不明」選択

した回答者は約 4 割であった（図 7-30）。 

また、自由記入欄には以下のような疑問や意見が寄せられた。 

・ プログラム型排出削減事業に興味を持ったが、排出削減業者を NPO 法人にすること

はできるのか。 

・ 空調設備、証明設備の更新で排出削減を計画していきたい。 

・ J-VER とどちらが金銭的に高価になるのか。 

・ 国内クレジット制度を営業に活用したい。 

13.0% 0.0%

26.1%

17.4%

43.5%

 
図 7-30 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向(n=46) 
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7.6.4  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題として、「制度の先

行きが不透明」が最も多く、2 割の回答者が国内クレジット制度の今後について不安を

抱いていることが分かった。また、約 2 割の回答者が「制度があまり理解できない」と

回答しており、制度を十分に把握していないことが分かった（図 7-31 参照）。 

また、自由記入欄には主に以下のような意見が寄せられた。 

・ 老朽化による設備投資がないため、営業上とることが難しい。 

・ 現在の設備投資が国内クレジット対象になるか、確認する必要がある。 

3.9%

3.9%

11.8%

11.8%

17.6%

19.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

 
図 7-31 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=51 複数回答可） 
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7.6.5  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非活

用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 2 割であった。それに対して、

「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が約 4 割、

「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていない回答者は約半数であった（図 7-32

参照）。 

28.2%

7.7%

7.7%

48.7%

7.7%

 
図 7-32 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向(n=39) 
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7.6.6  今後受講したいセミナーについてのご要望 

 

 

記入欄には以下のような意見が寄せられた。 

・ 管理標準、省エネに係る教育講座を開いて欲しい。 

・ 省エネ更新の方法についての講座を開催して欲しい。 

 

 

7.6.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。ま

た、新潟県内における国内クレジット制度や省エネルギーの取組みの普及策のご提案などがござ

いましたら、ご記入ください。 

 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ （瀬波グランドホテルの方より）県北に位置する瀬波温泉は約 95 度の源泉を多数保

有し、当社においても浴場はもとより、熱交換を行い、ボイラー（A 重油）効果を

高めている。湯量が豊富なため現実には捨てている部分もあり、更なる省エネの余

地も考えられるが、次回の設備更新に備え補助金・クレジットを検討している。 

・ 商工会議所でセミナーを開催してほしい。 

・ （株式会社エコロジープロジェクト新潟、小田吉徳様より）一度連絡をほしい。 

・ クレジットの買い取りは今後投資の対象になる可能性はあるのか。 

・ 補助金の申請期間が短い。 
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7.7   山梨会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 68 名から回答を得た。 

 

7.7.1  セミナーの満足度 

今回のシンポジウムの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度概要、省エネルギー無料診

断紹介、県内事例発表、山梨県の温室効果ガス排出排制計画及び自動車環境計画の説

明 の各パートに分けて尋ねたところ、いずれのパートにおいても 9 割以上から「と

ても参考になった」もしくは｢まあまあ参考になった｣と回答があった（図 7-33 参照）。 

また、その他の意見として、「山梨 CO2 対策では道路等交通インフラの整備を強く希

望」「内容が多岐にわたっていたが個々が説明不足」といったものが挙げられた。 
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国内クレジット制度概要（n=68） 省エネルギー無料診断紹介（n=67） 

36.8%

5.9%

57.4%

 

38.8%

1.5%

59.7%

 

 

県内事例発表（n=66） 

山梨県の温室効果ガス排出排制計画 

及び自動車環境計画の説明（n=57） 

40.9%

1.5%

57.6%

 

54.4%

5.3%

40.4%

 

図 7-33 セミナーの満足度 
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7.7.2  山梨県の温室効果ガス排出排制計画、自動車環境計画の提出意向 

山梨県の温室効果ガス排出排制計画又は自動車環境計画を提出する意向はありますか。 

 

山梨県の温室効果ガス排出排制計画の提出意向については、回答者のうち約半数以上

が「既に提出している」もしくは「是非提出したい」「できれば提出したい」と、積極

的な意向を示した。それに対して、「提出するつもりはない」といった回答者は約 1 割、

「検討中･不明」を選択した回答者は約2 割であった（図 7-34 参照）。 

自動車環境計画の提出意向については、「既に提出している」もしくは「是非提出し

たい」「できれば提出したい」と、積極的な意向を示したのは 1 割強であった。それに

対して、「提出するつもりはない」といった回答者は約 3 割、「検討中･不明」を選択し

た回答者は半数以上であった（図 7-34 参照）。 

また、その他の意見として、「県外にて不明」といったものが挙げられた。 

 

温室効果ガス排出排制計画（n=64） 自動車環境計画（n=50） 

21.9%

7.8%

9.4%

1.6%

59.4%

 

2.0%

4.0%

8.0%

52.0%

34.0%

 

図 7-34 山梨県の温室効果ガス排出排制計画、自動車環境計画の提出意向 
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7.7.3  国内クレジット制度活用による排出削減の意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度活用による排出削減の意向に対して、「是非活用したい」「できれ

ば活用したい」を含む積極的な意見は約 2 割であった。それに対して、「あまり活用す

るつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が 2 割弱、「検討中・不明」

と未だ明確な意向を持っていない回答者は約 6 割であった（図 7-35 参照）。その他の

回答として、実施済みと回答した事業者が 2 社あった。 

また、その他の意見として、「環境面での問題は発生すると改善は困難。温室効果ガ

ス排出抑制計画の提出等による取組は範囲を拡大しながら当面継続することが必要で

はないか」「カーボンオフセットの方向性のビジョンが欲しい」といった意見が寄せら

れた。 

8.2%

6.6%

62.3%

1.6%

21.3%

 

図 7-35 国内クレジット制度活用による排出削減の意向（n=61） 
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7.7.4  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたって課題として、「制度の今

後の行き先が不透明」が最も多く、回答者のうち約 4 割が制度の今後について不安を抱

いていることが分かった。また、次に多い回答は「設備投資する余裕がない」であり、

約 3 割の回答者が設備に対する投資環境の悪化を感じていた。また、約 2 割の回答者が

「国内クレジットにメリットをあまり感じない」と指摘した（図 7-36 参照）。 

また、その他の意見として、以下のような意見が寄せられた。 

・ 大企業側でも現在は自社 CO2 対策を行っているところ。クレジットに協力する(で

きる)大企業は限られているのではないか。 

・ いまひとつ明確に意義等が捉えられない。 

・ 国の本腰を入れた、環境と経済の両立の中・長期戦略が不透明。 

・ 平成 20 年にボイラー燃料を重油よりガスに変えた。 

・ 排出量が基準に満たない(事業所が小さすぎる)。 

・ 制度の利用対象に入っているかどうかが不明。 

・ 当社平成 19 年の新鋭工場のため今のところ改善は不要。 

・ 購入検討。 

2.9%

8.8%

13.2%

17.6%

33.8%

35.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

 

図 7-36 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=56 複数回答可） 
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7.7.5  国内クレジット購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非

活用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 2 割であった。それに対

して、「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が約

2 割、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていない回答者は半数以上であった（図 

7-37 参照）。 

また、その他の意見として、「環境コンサルとしてさらに県内企業・産業の活性化と

しても利活用したい」「ガス燃料を変えたため国内クレジットの話があり、データ提出

をして業者にて現在分析中」「本社にて一括購入中」といった意見が寄せられた。 

13.1%

9.8%

19.7%

1.6%

55.7%

 

図 7-37 国内クレジット購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用意向（n=61） 
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7.7.6  省エネルギー無料診断の活用意向 

省エネルギー無料診断を活用する意向はありますか。 

 

省エネルギー無料診断の活用に対して、「是非活用したい」「できれば活用したい」を

含む積極的な意見は約 2 割であった。それに対して、「あまり活用するつもりはない」

「活用することはない」を含む消極的な意見が約 2 割、「検討中・不明」と未だ明確な

意向を持っていない回答者は半数以上であった（図 7-38 参照）。 

また、その他の意見として、以下のような意見が寄せられた。 

・ 既に活用済み。 

・ 当施設は対象外。（4 社） 

・ 当社二種管理指定工場である。 

・ 対象外だが相談してみたい。 

・ 1500kl/年以上なので活用できない。 

・ 原油換算 1500kl/年以上の企業も対象としてほしい。（2 社） 

・  (財)やまなし産業支援機構の委託員でもあり、対象者（社）を専門員に紹介したい。 

・ 省エネルギー診断は平成 18 年実施。二種事業所のため利用できない。 

・ 自分で勉強する。 

・ 以前会社に封書と電話があったが、内容が不明だったため断ったことがある。 

・ 関係するお客様へ必要に応じて紹介したい。 

19.6%

8.9%

25.0%

1.8%

44.6%

 

図 7-38 省エネルギー無料診断の活用意向（n=61） 
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7.7.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

ご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。また、山梨県内における国内

クレジット制度や省エネルギーの取組みの普及策のご提案がございましたら、ご記入ください。 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 設備工事会社として省エネ、CO2 削減に協力していきたい。 

・ 販売、サービス業だがこれからも協力していきたい。 

・ 事例発表を 2～3 社ぐらいにしてもらいたい。 

・ 事例が大体同じで、県内事例発表のような事例集をまとめたものがあればよいので

はないか。 

・ 今年度含め来年度の国内クレジット制度、省エネルギー取組の更なる件の実施計画

を広報することもまず重要である。行政としても県グリーンニューディール策の中

で地球温暖化防止として上記取組の位置づけを提示され、PDCA を。(山梨県のオリ

ジナリティプランを相互議論がさらに求められると勘案する。) 

・ 5 分でも良いので 1 回は休憩時間を作ってほしかった。長時間座り続けて疲れた。 

・ 国内クレジット制度の活性化には認知度の向上が重要。 

・ 中小企業単独での活用は難しいため、コーディネートする組織、機関が必要。 

・ 具体的な施策がまだ浸透していない。ますます前面に出して推進してほしい。 

・ 省エネ診断は民間専門業者に委託して、提案書を作成してもらった。 
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7.8   神奈川会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 50 名から回答を得た。 

 

7.8.1  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたでしょうか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度について、省エネ関連支援

メニューの紹介（横浜市の取組）、神奈川県の省エネ関連支援メニューの紹介、カー

ボンオフセットと国内クレジットの活用、マッチング会案件の概要説明の各パートに

分けて尋ねたところ、いずれのパートにおいても 7 割以上から「とても参考になった」

もしくは｢まあまあ参考になった｣と回答があった（図 7-39 参照）。 

また、その他の意見として、「横浜市と神奈川県の省エネ関連支援メニューは条例

対象外。県下他の政令市も参加して欲しい。具体的な取引方法についての説明がある

と良い」「説明が早すぎて良く解らない」「カーボン通貨、エコポイント制、税から運

営する官と市場経済の民でもない新しい公共での位置づけとしてのカーボンオフセ

ットという意義など説明が欲しかった」といったものが挙げられた。 

 

国内クレジット制度について 

（n=47） 

省エネ関連支援メニューの紹介 

（横浜市の取組 n=46） 

53.2%

6.4%

40.4%

56.5%

2.2%

41.3%
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神奈川県の省エネ関連支援メニューの紹介

（n=45） 

カーボンオフセットと国内クレジットの活用

（n=45） 

 

62.2%

2.2%

35.6%

46.7%

6.7%

46.7%

 

マッチング会案件（n=37） 

62.2%

0.0%

37.8%

 

図 7-39 セミナーの満足度 
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7.8.2  国内クレジット制度活用の意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度活用の意向については、「是非活用したい」「できれば活用したい」

を含む積極的な意見は約 3 割であった。それに対して、「あまり活用するつもりはない」

「活用することはない」を含む消極的な意見が 2 割、「検討中・不明」と未だ明確な意

向を持っていない回答者は約半数であった（図 7-42 参照）。 

また、その他の意見として、「イベント型カーボンオフセット等をしたい」といった

意見が寄せられた。 

10.4%

18.8%

50.0%

6.3%
14.6%

 

図 7-40 国内クレジット制度活用の意向（n=48） 
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7.8.3  国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする際の課題は何ですか。（複数回答可） 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたって課題として、「制度の今

後の先行きが不透明」が最も多く、回答者のうち半数近くが制度の今後について不安を

抱いていることが分かった。また、次に多い回答は「制度があまり理解できない」「設

備投資する余裕がない」であり、それぞれ約 3 割の回答者が、制度の複雑さ・設備に対

する投資環境の悪化を感じていた。また、約 2 割の回答者が「国内クレジットにメリッ

トをあまり感じない」と指摘した（図 7-41 参照）。 

また、その他の意見として、以下のような意見が寄せられた。 

・ 市場のバランスが均一するのか。コミッショナーのみが得する制度ではないか。 

・ 詳しく調べてみたい。  

・ マーケットが見えない。相対 pricing が不便。 

・ プラスチック油化装置の開発･製造を行っているのでお客様にこの情報を伝えて補

助金等が使えないかどうか検討したい。 

・ plastic-to-oil の油化装置で多くのメディアに取り上げられている企業をコンサルテ

ィングしている。今後検討する。 

 

2.5%

10.0%

17.5%

25.0%

25.0%

45.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

 

図 7-41 国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題(n=50) 
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7.8.4  創出された国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用に対して、「是非活用したい」

「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 2 割であった。それに対して、「あま

り活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が約 2 割、「検討

中・不明」と未だ明確な意向を持っていない回答者は半数以上であった（図 7-42 参照）。 

また、その他の意見として、「詳しく調べてみたい」「カーボンオフセットというもの

自体があまり明確ではなく、他社の事例からでは自社での活用立案に結びつきにくい」

「PPS 事業の調整用として活用したい」といった意見が寄せられた。 

14.9%

8.5%

57.4%

4.3%

14.9%

 

図 7-42 創出された国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向

（n=47） 
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7.8.5  横浜市の地球温暖化対策計画書の提出、技術相談の活用の意向 

横浜市の地球温暖化対策計画書の提出または、技術相談を活用する意向はありますでしょうか。 

 

横浜市の地球温暖化対策計画書の提出について、「既に提出している」や「是非提出

したい」「できれば提出したい」を含む積極的な意見は約 5 割であった。それに対して、

「提出するつもりはない」と消極的な意見が約 2 割、「検討中・不明」と未だ明確な意

向を持っていない回答者は約 4 割であった（図 7-43 参照）。 

また、技術相談の活用について、「既に相談している」や「是非相談したい」「できれ

ば相談したい」を含む積極的な意見は約 4 割であった。それに対して、「相談するつも

りはない」と消極的な意見が約 2 割、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていな

い回答者は約 5 割であった。 

 

地球温暖化対策計画書（n=41）     技術相談の活用（n=42） 

36.6%

17.1% 12.2%

17.1%

17.1%

45.2%

19.0%

16.7%

9.5%

9.5%

 

 

図 7-43 横浜市の地球温暖化対策計画書の提出、技術相談の活用意向 
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7.8.6  神奈川県の事業活動温暖化対策計画書の提出、無料省エネ相談の活用の意向 

神奈川県の事業活動温暖化対策計画書の提出または、無料省エネ相談を活用する意向はあります

か。 

 

神奈川県の事業活動温暖化対策計画書の提出について、「既に提出している」や「是

非提出したい」「できれば提出したい」を含む積極的な意見は約 2 割であった。それに

対して、「提出するつもりはない」と消極的な意見が約 3 割、「検討中・不明」と未だ明

確な意向を持っていない回答者は 5 割であった（図 7-44 参照）。 

また、無料省エネ相談の活用について、「既に相談している」や「是非相談したい」

「できれば相談したい」を含む積極的な意見は約 2 割であった。それに対して、「相談

するつもりはない」と消極的な意見が約 3 割、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持

っていない回答者は約 6 割であった。 
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事業活動温暖化対策計画書（n=39）     無料省エネ相談の活用（n=40） 

51.3%

30.8%

7.7%

5.1%

5.1%

 

55.0%

5.0%
5.0%

27.5%

7.5%

 

図 7-44 神奈川県の事業活動温暖化対策計画書の提出、無料省エネ相談の活用の意向 
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7.8.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本研究会に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。 

また、国内クレジット制度や省エネルギーの取組みの普及策のご提案などがございましたら、ご

記入ください。 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 既に設備投資を行い削減した CO2 の認証はどのくらい過去までさかのぼれるのか。 

・ 本日、知らない事柄があって勉強になった。 

・ 住宅購入にかかるコンサルタント（融資斡旋等）を、FP,MP のノウハウを活用して

全国展開を行っている金融保証会社である。地域の工務店（中小）への経営指導や

住宅を購入する個人に対するコンサルタントを通じて、団体扱いで社会貢献できる

方法を構築できればと思う。 

・ 予備知識が不足していた。理解を深めてから改めて考える。 
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7.9   東京会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 96 名から回答を得た。 

 

7.9.1  セミナーへの参加動機 

今回のセミナーについて、お申込みの動機について、ご教示ください。（複数選択可） 

 

セミナーへの参加動機として「国内クレジット制度の概要を知りたい」が最も多く、

回答者のうち約 6 割が国内クレジット制度へ関心を寄せていることが分かった。（図 

7-45 参照）。 

2.4%

10.1%

10.6%

14.5%

28.5%

33.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

 

図 7-45 セミナーへの参加動機（n=96 複数回答可） 

 

 

7.9.2  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度概要、排出権の利活用方法、

事例紹介の各パートに分けて尋ねたところ、いずれのパートにおいても約 9 割の回答

者が「とても参考になった」もしくは｢まあまあ参考になった｣と回答した（図 7-46 参

照）。特に、事例紹介についてはほぼ全ての回答者が「とても参考になった」もしくは

｢まあまあ参考になった｣と回答しており、満足度が高かった。 
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自由意見として「一企業ではなくて、商店街全体で取り組むというケースは面白かっ

た」「排出権の利活用方法では、リサイクルワン辻本氏の説明が分かりやすかった。是

非また聞きたいと思う。事例紹介では、町･地域のミニマムから大きく貢献できている

のがすごいと思った」などが挙げられた。また、不明点や疑問点などとして、「国内ク

レジットと排出権の活用の関係が全くわからなかった。使用する用語を統一してほし

い」「沢山の成功例を示してくれていたが、1 つ 2 つの成功例をじっくり説明していた

だいた方が分かりやすいと思った」などという意見があった。 

 

国内クレジット制度概要（n=93）     排出権の利活用方法（n=87） 

54.8%

7.5%

37.6%

9.2%

59.8%

31.0%

事例紹介（n=78） 

59.8%

9.2%

31.0%

 

図 7-46 セミナーの満足度 
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7.9.3  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向について、約 4 割の回答者が「是

非活用したい」もしくは「出来れば活用したい」と、積極的な意向を示した。それに対

して、「あまり活用するつもりはない」もしくは「活用する事はない」といった回答者

は約 2 割、「検討中･不明」を選択した回答者は約4 割であった（図 7-47 参照）。 

また、その他の意見として、「（クレジットを）既に活用済み」「活用のサポートを検

討中」「顧客に勧める」「売買金額が知りたい」などが挙げられた。 

8.8%

44.0%

8.8% 8.8%

29.7%

 

図 7-47 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向（n=91） 
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7.9.4  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題として、「制度が

あまり理解できない」が最も多く、約 3 割の回答者が制度に対する理解の普及を課題と

感じていた。また、次に多かった回答は「制度の今後の行き先が不透明」であり、こち

らも約 3 割の回答者が制度の今後について不安を抱いていることが分かった。また、約

2 割の回答者が「金銭的なインセンティブがない」といった、制度活用へのインセンテ

ィブの欠如を指摘していた。また、同じく約 2 割の回答者が「設備投資する余裕がない」

ことを課題としていた（図 7-48 参照）。 

その他の課題として、以下のような回答があった。 

・ 具体的な事務申請や、認証等のイメージがまだ判然としていない。 

・ 全国に広く認知させることが大事。 

・ 関連マーケットとの連携方法。 

・ 中小企業にとってどれくらいメリットがあるのかやってみないとわからない。 

・ JCTX（日本環境取引機構）で実施中だが、該当する中堅中小企業を発掘すること

が必要。 

 

0.8%

8.5%

16.1%

20.3%

26.3%

28.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

 

図 7-48 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=96 複数回答可） 
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7.9.5  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非

活用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 3 割であった。それに対

して、「あまり活用するつもりはない」「活用する事はない」を含む消極的な意見も約 3

割、「検討中・不明」と明確な意向を持っていない回答者は約 4 割であった（図 7-49

参照）。 

また、その他の意見として、「（クレジットを）既に活用済み」「検討していきたい」

といった意見が寄せられた。 

39.1%

11.5%
14.9%

8.0%

26.4%

 

図 7-49 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向（n=87） 
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7.9.6  今後受講してみたいセミナー内容 

今後受講してみたいセミナー内容がありましたら、ご記入ください（省エネに関わる海外の動向、

従業員の省エネ教育、等々）。 

 

今後受講してみたいセミナー内容として、以下のような意見が寄せられた。特に省エ

ネ事例集に対しては、複数の回答者から要望があった。 

・ 国内クレジットと法制度の動向。 

・ 二国間クレジット制度。 

・ カーボンオフセットの算出方法。 

・ 排出権取引に関わる詳細（東京都、埼玉県）。 

・ J-VER（吸収権）。 

・ 補助金助成制度の展望、今後の動向。 

・ 省エネの先端技術とその活用事例。 

・ 従業員の省エネ教育。 

・ 中小企業における省エネ等の取り組みの事例・参考例。 

・ 運輸部内における改正省エネ法対応、具体例、その他について。 

・ 省エネに関わる海外の動向と可能性。 

 

7.9.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。 

 

 自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 国内クレジット制度の参加要件や具体的手続きについて知りたい。都内中小クレジ

ットに参加するのとはどう違って、どちらの方がメリットがあるのか。 

・ 教材が欲しい。TOP の教育（政府･経済界等で必要なため）。 

・ クレジット償却の流れ（方法）が今ひとつ理解できなかった。 

・ 国の取組み、都・県の方針、将来的な方針、その他管理標準の作成（業種ごと）の

セミナーも開講してほしい。 

・ 東京都の都内中小クレジットでは、経過措置として、過去の竣工案件も申請余地が

あるが、国内クレジットでは余地はあるのかわからない。 

・ 国内クレジットと CFP との関連性について知りたい。 

・ 国内クレジットは実例が増えているのか。民間ではなく、自治体の省エネ補助金制

度として使われているのが主流ではないのか。現状を教えてほしい。 

・ 商店街内に街路灯、照明灯 39 本・47 基を LED 照明器具に更新した。11 月中旪完

成なので、どのように国内クレジット制度他に取組みをすれば良いのか、検討中で

ある。 
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7.10   茨城会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 57 名から回答を得た。 

 

7.10.1  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーの満足度について、国内クレジット制度の概要、県内の排出削減事業

者の事例発表、省エネ無料診断の紹介、「うちエコ診断」事業の説明の各パートに分け

て尋ねたところ、いずれのパートにおいても 9 割以上から「とても参考になった」もし

くは｢まあまあ参考になった｣と回答があった（図 7-50 参照）。 
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国内クレジット制度の概要（n=57） 県内の排出削減事業者の事例発表（n=55） 

50.9%
43.9%

5.3%

49.1%

3.6%

47.3%

 

省エネ無料診断の紹介（n=50） 「うちエコ診断」事業（n=44） 

54.0%

6.0%

40.0%

2.3%

52.3%

45.5%

 

図 7-50 セミナーの満足度 
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7.10.2  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向については、回答者のうち 4 割

強が「是非活用したい」もしくは「出来れば活用したい」と、積極的な意向を示した。 

それに対して、「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」といった回

答者は約 2 割、「検討中･不明」選択した回答者は約4 割であった（図 7-51 参照）。 

5.7%

34.0%

3.8%

39.6%

17.0%

 

図 7-51 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向(n=53) 

 

また、自由記入欄には以下のような疑問や意見が寄せられた。 

・ プログラム型排出削減事業に興味を持ったが、排出削減業者を NPO 法人にする

ことはできるのか。 

・ 空調設備、証明設備の更新で排出削減を計画していきたい。 

・ J-VER とどちらが金銭的に高価になるのか。 

・ 国内クレジット制度を営業に活用したい。 
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7.10.3  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたって課題として、「制度の先

行きが不透明」が最も多く、約 2 割の回答者が国内クレジット制度の今後について不安

を抱いていることが分かった。また、2 割弱の回答者が「制度があまり理解できない」

と回答しており、制度を十分に把握していないことが分かった（図 7-52 参照）。 

また、自由記入欄には主に以下のような意見が寄せられた。 

・ 老朽化による設備投資がないため、営業上とることが難しい。 

・ 現在の設備投資が国内クレジット対象になるか、確認する必要がある。 

3.9%

3.9%

11.8%

11.8%

17.6%

19.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

 

図 7-52 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=57 複数回答可） 
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7.10.4  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非

活用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 3 割であった。それに対

して、「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が 3

割弱、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていない回答者は 4 割強であった（図 

7-53 参照）。 

44.2%

11.5% 15.4%

26.9%

1.9%

 

図 7-53 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向(n=52) 
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7.10.5  省エネルギー無料診断の活用意向 

 

 

省エネルギー無料診断の活用に対して、「是非活用したい」「できれば活用したい」を

含む積極的な意見は、約 5 割であった。それに対して、「あまり活用するつもりはない」

「活用することはない」を含む消極的な意見が約 2 割、「検討中・不明」と未だ明確な

意向を持っていない回答者は約 3 割であった（図 7-54 参照）。 

11.3%

7.5%

28.3%

32.1%

20.8%

 

図 7-54 省エネルギー診断活用の意向(n=53) 

 

 

7.10.6  うちエコ診断活用の意向 

 

 

うちエコ診断の活用に対して、「是非活用したい」「できれば活用したい」を含む積極

的な意見は、約 4 割であった。それに対して、「あまり活用するつもりはない」「活用す

ることはない」を含む消極的な意見が約 3 割、「検討中・不明」と未だ明確な意向を持

っていない回答者は約 3 割であった（図 7-55 参照）。 
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32.7%

25.0% 0.0%

32.7%

9.6%

 

図 7-55 うちエコ診断活用の意向(n=52) 

 

 

7.10.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。 

 

自由記入欄には主に、以下のような意見が寄せられた。 

・ 企業の経営者に向けてもっと発信して欲しい。 

・ 排出権クレジットマーケットを早急に確立して欲しい。 

・ この分野にはまだ不明点が多いので、このようなセミナーはもっと必要だ。 

・ 自社はバイオマス発電所で、ある意味では省エネ貢献をしているが、廃熱利用等を

行うことで省エネ貢献設備としてみがきをかける必要性を感じた。 

・ 専門的ではなく、一般の人が聞いても分かる説明会の開催を求める。 

・ 診断書には資本金の単位が億だったので、自社には無理だと思った。 

・ 非常に良い企画だ。今後もタイムリーな情報提供を希望する。 

・ 省エネ診断の対象から外れているため事例を参考にしたい。 

・ 取り組みが具体化したら、クレジット制度について相談させて欲しい。 
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7.11   千葉会場 

セミナー参加者に対しアンケートを配布し、計 57 名から回答を得た。 

 

7.11.1  セミナーへの参加動機 

今回のセミナーについて、お申込みの動機について、ご教示ください。（複数選択可） 

 

セミナーへの参加動機として、最も多くの回答者から挙げられたのは「国内クレジッ

ト制度の概要を知りたい」であり、全回答者の約 7 割が国内クレジット制度に関心を示

していた。次いで多く挙げられたのは「国内クレジット制度の具体的な活用事例を知り

たい」であり、全回答者の約 5 割が国内クレジット制度の活用事例について興味をもっ

ていた（図 7-56 参照）。 

0.0%

19.3%

24.6%

24.6%

50.9%

71.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

 

図 7-56 セミナーへの参加動機（n=57 複数回答可） 

 

また、自由意見として以下の意見が寄せられた。 

・ 事業計画の作成・手続き･手順について知りたかった。 

・ 実際に中小企業等への CO2 削減への行動計画・アドバイスなどの実施ができれ

ばと考えているので、制度・補助金等の変わったところの情報が知りたかった。 

・ 省エネ設備導入のための初期負担を出来るだけ軽減できる方法を探している。 

・ CO2 削減の新しい動きと、中小企業が利用できる方策を知りたい。 

・ 千葉市より温暖化防止推進員向けに封書があったので参加した。 
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7.11.2  セミナーの満足度 

今回のセミナーの内容は参考になりましたか。 

 

今回のセミナーを、地球温暖化、事業者の取り組み、国内クレジットの概要、国内

クレジット活用事例の 4 つの領域に区分し、それぞれの領域について、満足度を調査

した。いずれのパートにおいても 9 割以上から「とても参考になった」もしくは｢ま

あまあ参考になった｣と回答があった（図 7-57 参照）。 

また、自由意見として以下の意見が寄せられた。 

・ 事業者の取り組みについて初めて伺い、とても参考になった。 

・ 鉄鋼業の PR を聞いても仕方ない。 

・ 地球温暖化について、t-CO2 の金額換算（成果）は分かりやすい指標だった。前提

取引条件は色々あるが、決めないと先に進まないと思う。事業者の取り組みについ

て、エコソリューションは分かりやすい視点だった。 
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地球温暖化（n=54） 事業者の取り組み（n=54） 

 

48.1%

48.1%

3.7%

 

40.7%

3.7%

55.6%

 

国内クレジットの概要（n=55） 国内クレジット活用事例（n=52） 

 

49.1%

3.6%

47.3%

 

50.0%

46.2%

3.8%

 

図 7-57 セミナーの満足度 
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7.11.3  国内クレジット制度の活用による排出削減への意向 

国内クレジット制度を活用して排出削減をする意向はありますか。 

 

国内クレジット制度の活用による排出削減への意向について、全回答者の 3 割強が

「是非活用したい」もしくは「出来れば活用したい」と、積極的な意向を示した。 

一方で「活用することはない」といった回答者は約 3 割であり、「検討中･不明」と答え

た選択した回答者は約 4 割であった（図 7-58 参照）。 

また、自由意見として以下の意見が寄せられた。 

・ 事業所等からの話や相談があれば、活用する方向でアドバイスしていきたい。 

・ 活用したいが、何が該当するのか検討する必要がある。 

・ 該当する事業ではない。 

・ 活用するように中小企業に PR していきたい。 

・ 購入先を得ることが重要だと思った。 

・ 親会社、グループ企業として自主行動計画に参加しているため、活用は難しい。 

3.8%

40.4%

19.2% 5.8%

30.8%

 

図 7-58 国内クレジット制度の活用による排出削減への意向（n=46） 
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7.11.4  国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

国内クレジット制度を活用して排出削減をするにあたっての課題は何ですか（複数回答可）。 

 

国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題として、約 3 割の

回答者が「制度があまり理解できない」ことを挙げており、国内クレジット制度の知識

の不足を問題としていた。また、「制度の先行きが不透明」なことも 3 割弱の回答者が

問題としており、国内クレジット制度の先行きを示すことが求められていた。 

一方で、選択肢に用意した全ての問題について、課題と捉えている回答者は 3 割未満

であった（図 7-59 参照）。 

また、自由意見として以下の意見が寄せられた。 

・ 50t-CO2/年という単位がまったく実感が持てない。 

・ 制度自体の理解･認知度がまだ不十分。何度かこのような説明が無いと理解できな

いのではないか。 

・ CO2 単価がどのようなのかを知りたかった。 

・ 日本缶詰協会の自主行動計画と自社との関係の調査･確認が課題。 

・ 排出量取引は、国家間企業間も含め、ただのごまかしに見える。排出権取引の代わ

りに CO2 削減の努力の自助・共助･公助をするべきである。 

0.8%

8.5%

16.1%

20.3%

26.3%

28.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

 

図 7-59 国内クレジット制度を活用して排出権を創出するにあたっての課題 

（n=51 複数回答可） 
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7.11.5  国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向 

創出された国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用等の意向はありま

すか。 

 

国内クレジットの購入、クレジットのカーボンオフセットでの活用に対して、「是非

活用したい」「できれば活用したい」を含む積極的な意見は約 2 割であった。一方で、

「あまり活用するつもりはない」「活用することはない」を含む消極的な意見が 4 割弱、

「検討中・不明」と未だ明確な意向を持っていない回答者は 4 割強であった（図 7-60

参照）。 

また、自由意見として以下の意見が寄せられた。 

・ 当社が共同事業者の立場で、中小企業者に対し環境設備の更新を働きかけていきた

い。 

・ 国内外での事業展開につながることが出来ればと思う。 

14.3%

8.2%

28.6%

44.9%

4.1%

 

図 7-60 国内クレジットの購入、カーボンオフセットでの活用等の意向（n=39） 
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7.11.6  今後受講したいセミナーについてのご要望 

 

 

以下のような意見が寄せられた。 

・ 一度ではなかなか理解することが難しいと思うので、何度もセミナーを開催してほ

しい。 

・ 千葉県による、温暖化対策や省 CO2 の説明について。 

・ テナント・従業員に対しての省エネ教育（PR）について。 

・ 環境・福祉・教育･医療を含めた多角的な教育セミナーを開催してほしい。 

・ デンマークを見習った社会のあり方とその日本における導入について。 

・ 省エネに関する海外の動向と日本の技術について。 

・ 為替や金融商品の仕組みを説明するセミナーを開催してほしい。 

・ 中小企業の省エネ具体例について。 
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7.11.7  セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項 

セミナーや本事業に関するご質問、ご相談、ご要望事項がございましたら、ご記入ください。ま

た、国内クレジット制度や省エネルギーの取組みの普及策のご提案などがございましたら、ご記

入ください。 

 

以下のような意見が寄せられた。 

・ 当社の職員（主に営業担当者）や、取引先企業にむけた国内クレジット制度の研修・

セミナー等を開催したいので、お力添え頂きたい。 

・ 具体的な補助金等が、方法論との関係も含め、事業者に分かると考えやすいと思う。

どのくらいでできるのか、収支・ランニングコストなどの具体的な目安となるもの

があれば参考になると思う。 

・ ソフト支援事業を実施しているテス・エンジニアリングさんは顧客から支援事業の

かかる委任費用やコンサルティング費用を頂いているのだろうが、その費用が具体

的にどのくらいになるのか知りたい。 

・ 私はエコアクション（EA21）という中小企業の環境経営システム（EMS)の審査人

でもある。多くの EA21 認証取得企業は毎年自社の CO2 排出量を確実に把握して

いるので、この削減量を有効活用して国内クレジット制度に結びつける方策を考え

てほしい。 

・ 農作業従事者の方へ風力発電の設立・投資・バイオガス等の投資をしてもらい、共･

公助による設備を設け、コージェネによる循環と熱温水供給、またその風力発電や

バイオガスによる発電の売電により利益を出させて各業界と連携・協力させるなど、

自給エネルギー5%以下の日本では自らエネルギーを発電する努力が必要である。

日本はデンマークを見習って独自の方式を導入する必要がある。 

・ 具体的な金銭メリット、設備投資額なども知りたかった。 

・ 国内クレジット制度の具体的活用例について、より制度の内容を具体的に理解でき

て、大変参考になった。 
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8.   ソフト支援の結果 

8.1   排出削減事業計画の策定件数 

 本事業における、排出削減事業計画等の実績は、以下の通りである。 

 

8.1.1  国内クレジット制度排出削減診断支援及び排出削減事業計画作成支援 

 本事業での国内クレジット制度排出削減診断支援及び排出削減事業計画作成支援の実

績は、以下のような結果となった。排出削減診断を実施した件数は 39 件であったもの

の、事業者が自主行動計画を策定していた、削減量が 50 トン未満であった、等のハー

ドルがあるケースが多く、排出削減事業計画の作成支援を行ったのは 15 件（うちプロ

グラム型事業 3 件）であった。共同実施者の調整が年度内に間に合わなかった等から、

最終的に平成 22 年度内に提出した案件は 7 件（うちプログラム型事業 1 件）であった。

平成 22 年度内に提出できなかった案件については、平成 23 年度も引き続きソフト支

援事業者が支援を行っていくことが望ましい。 

 

 国内クレジット制度排出削減診断支援（施設導入済み案件について、国内クレジット

適用の可否の診断を含む）：39 件 

 

 排出削減事業計画の作成支援：15 件（うちプログラム型事業 3 件） 

（その他、排出事業計画を作成したものの、事業者が最終的に申請を行わなかったも

の：1 件） 

 

 排出削減事業計画の提出：7 件（うちプログラム型事業 1 件） 

 

 排出削減事業計画の承認：3 件 



 127 

 

表 8-1 本事業において排出削減事業計画提出に至った案件 

排出削減事
業者 

排出削減事
業実施場所 

排出削減共同実
施者 

事業概要 排出削減方法論 年平均削減量 
（見込） 

申請状況 備考 

石 坂 産 業 株
式会社 

埼玉県 日 立 キャ ピ タル
株式会社 

産業廃棄物処理場におけ
る電動建機への更新（軽油
Ƃ電気） 

電動式建設機械・産業車両
への更新 

76t-CO2 承認 

  

ECO するマ
ン シ ョ ン の
会 

東京都他 日 本 ハウ ズ イン
グ株式会社 

マンション共用部分にお
ける照明設備の更新又は
新設 

照明設備の更新又は新設 104t-CO2 承認 

  

有 限 会 社 市
川 紙 器 製 作
所 

山梨県 株 式 会社 ヴ ァン
フ ォ ーレ 山 梨ス
ポーツクラブ、株
式 会 社内 田 印刷
所、東京ガス山梨
株式会社 

紙製品製造工場における
ボイラーの更新（重油Ƃ天
然ガス） 

ボイラーの更新 79t-CO2 承認 山梨県ネットワ
ーク連絡会議か
らの発掘 

株 式 会 社 フ
タバリネン 

群馬県 株 式 会社 群 馬銀
行 

クリーニング工場におけ
るボイラーの更新（重油Ƃ
天然ガス） 

ボイラーの更新 61t-CO2 承認 群馬県ネットワ
ーク連絡会議か
らの発掘 

幸 乃 湯 温 泉
株式会社 

栃木県 カ ー ボン フ リー 

コ ン サル テ ィン
グ株式会社 

温泉施設におけるヒート
ポンプの導入による給湯
設備の更新（重油Ƃ電気） 

ヒートポンプの導入によ
る熱源機器の更新 

35t-CO2 受付 栃木県ネットワ
ーク連絡会議か
ら発掘 

オ グ ラ 金 属
株式会社 

栃木県 カ ー ボン フ リー
コ ン サル テ ィン
グ株式会社 

金属加工工場におけるフ
ァン・ポンプへのインバー
ター制御の導入、高効率コ
ンプレッサーへの更新 

間欠運転制御、インバータ
ー制御又は台数制御によ
るポンプ・ファン類可変能
力制御機器の導入、 ポン
プ・ファン類の更新 

29t-CO2 受付 栃木県ネットワ
ーク連絡会議か
ら発掘 

株 式 会 社 ミ
ドルウッド 

千葉県 株 式 会社 千 葉銀
行 

ホテルにおける照明設備
の更新 

照明設備の更新 41t-CO2 受付 千葉県セミナー
からの発掘 

 



 128 

8.1.2  排出削減実績報告書作成支援 

 排出削減実績報告書作成支援を 1 件行った。 

 

8.1.3  排出削減方法論作成支援 

排出削減方法論の作成支援を 2 件行った。いずれも平成 22 年度中に承認を受けてい

ないため、平成 23 年度も引き続きソフト支援事業者が支援を行っていくことが望まし

い。 

 

 

8.2   地域の独自事業の創出 

8.2.1  ネットワーク及びセミナーからの案件発掘状況 

 本事業における 5 地域での国内クレジット制度ネットワーク連絡会議及び 11 都県で

のセミナーを通じて、創出された事業は、以下の通りである。 

 

（1）国内クレジット制度ネットワーク連絡会議からの排出削減事業計画作成支援 

 5 地域での国内クレジット制度ネットワーク連絡会議の活動を通じて、本事業におけ

る排出削減事業計画作成支援に結びついた案件は、以下の通りである。 

 

○栃木県ネットワーク 

 「とちぎ環境経営サポーター連絡会議」の事業におけるモデル事業の中から、2 件が

国内クレジット制度利用の対象となったことから、排出削減事業計画作成支援を行った。

この 2 件については、排出削減事業計画の提出に至った。 

 

○長野県ネットワーク 

 長野県庁の県有施設に関して、2 件の排出削減事業計画作成支援を行った。また、長

野県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議のメンバーである長野県環境保全協会

の紹介で、1 件について排出削減事業計画作成支援を行った。ただし、いずれも本年度

中の提出には至らなかった。 

 

○山梨県ネットワーク 

 山梨県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議のメンバーである東京ガス山梨株

式会社からの顧客の紹介で、1 件について排出削減事業計画作成支援を行い、提出及び

承認を得た。 

 

○群馬県ネットワーク 

 群馬県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議のメンバーである東京ガス株式会
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社からの顧客の紹介で、1 件について排出削減事業計画作成支援を行い、提出及び承認

を得た。メンバーである株式会社群馬銀行が共同実施者となった。 

 

（2）セミナーを受けての相談を契機 

 11 都県での国内クレジット制度普及啓発セミナーの聴講者から制度利用についての

相談に対応した。これらの事業者から、排出削減事業計画作成支援に至った案件は、以

下の通りである。 

 

○ちばし地球環境保全セミナー（千葉県） 

 セミナーの聴講者であった千葉銀行から顧客の制度利用可能性に関する相談を受け、

1 件について排出削減事業計画作成支援を行い、提出に至った。 

 

○長野県国内クレジット制度普及啓発セミナー 

 セミナーの聴講者であったガス会社から相談を受け、1 件について排出削減事業計画

作成支援を行った。ただし、本年度中の提出には至らなかった。 

 

 

8.2.2 プログラム型事業及び地産地消型マッチング 

 本事業におけるソフト支援を行った案件において、プログラム型事業及び地産地消型

マッチングが成立した案件は、以下のようなものがあった。 

 

（1）プログラム型事業の事例 

①ECO するマンションの会 

日本ハウズイング株式会社が、管理を受託するマンションの共用部分を対象にした

LED 等の省エネ型照明設備の導入による排出削減事業計画を提出し、承認を得た。こ

れは、国内クレジット制度において、マンションの管理組合が参加する LED 等を利用

したプログラム型排出削減事業としては、国内初となる申請であった。 

本事業は、日本ハウズイングがマンション管理組合と共同で省エネ型照明設備の普及

を広げ、電力消費の削減を図りながら、住民に地球環境への貢献を身近に感じてもらう

ことを目的としている。国内クレジット制度利用により、管理組合の省エネ活動を後押

しします。 

具体的には、LED・CCFL（冷陰極蛍光ランプ）等の省エネ型照明設備を導入した管

理組合に、排出削減事業者「ECO するマンションの会」へ加入してもらい、日本ハウ

ズイングがその事務局を務めて会の運営・管理を行う。管理組合が削減した CO2 は、

「ECO するマンションの会」経由で国内クレジットとして売却され、売却益は管理組

合に還元される。 
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図 8-1 ECO するマンションの会の事業イメージ 

（出典：日本ハウズイングプレスリリース、平成 23 年 1 月 11 日、

http://www.housing.co.jp/ir/pdf/20110111.pdf） 

 

（2）地産地消型マッチングの事例 

①サッカークラブ等による地産地消型マッチング 

 山梨県において、サッカーJ1・ヴァンフォーレ甲府の運営会社の株式会社ヴァンフォ

ーレ山梨スポーツクラブ、印刷会社の株式会社内田印刷所、ガス会社の東京ガス山梨株

式会社の 3 社が、ダンボール製造会社の有限会社市川紙器製作所から創出される国内ク

レジットの共同実施者となった。山梨県国内クレジット制度ネットワーク連絡会議のメ

ンバーである東京ガス山梨が仲介を行い、案件が創出された。同県で初めての県内事業

者同士の排出削減事業者と共同実施者のマッチングであり、地元新聞で報じられた。 

 ヴァンフォーレ山梨スポーツクラブでは、毎年 6 月の環境月間に国内クレジットを利

用した様々な取り組みを行う予定。試合時に電力から排出される CO2 をカーボンオフ

セットする「オフセット・マッチ」の開催等を計画する。内田印刷所は印刷を請け負っ

たカラーのパンフレットやポスターなどに自社でデザインした「カーボンオフセットマ

ーク」を印刷し、顧客が環境への取り組みをアピールできるような活用方法を検討して

いる。 

 

②地域金融機関による地産地消型マッチング 

 株式会社千葉銀行が、県内の融資先であるホテル運営会社の株式会社ミドルウッドに

対し、省エネ設備の更新の際に国内クレジット制度の利用を勧め、自ら共同実施者とな

った。同銀行では、今後も融資先に対して積極的な国内クレジット制度の活用を促して

いく方針である。 

 株式会社群馬銀行では、顧客から相談により、共同実施者に積極的になっており、地

域の企業を応援している。 

http://www.housing.co.jp/ir/pdf/20110111.pdf
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9.  今後の支援策の検討 

本年事業の結果を受け、平成 23 年度以降の国内クレジット制度ネットワーク連絡会

議のより一層の活動の発展に向けた方策について検討した。 

 

9.1  国内クレジット制度ネットワーク連絡会議の今後の活動方針案 

 5 地域における国内クレジット制度ネットワーク連絡会議では、主な目的であった普

及啓発及び案件発掘について、一定の成果を得ることができた。ネットワーク連絡会議

メンバーからの紹介による案件発掘や、地産地消型マッチングの事例を創出することが

できた。地域によって活動の内容は様々であるが、いずれの地域でもメンバーをチャネ

ルとした制度の浸透が進んできている。 

平成 23 年度以降も、各地域のネットワークを活用しつつ、国内クレジット制度のさ

らなる普及を促進していくことが望ましい。各地域のネットワークの活動事例を共有す

ることで、それぞれの地域のネットワークの活動の参考としていき、案件発掘に結び付

けていく。また、地域の特徴を活かした国内クレジットの活用方法として、地産地消型

マッチングや、企業・団体や自治体の活動を活用した特徴のあるプログラム型事業の活

用促進等についての活動も、より一層強化して進めていくことが考えられる。 

本年度の成果と、平成 23 年度の更なる推進に向けた活動の方針案を、下図に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-1 国内クレジットネットワーク連絡会議の本年度の活動成果と 

平成 23 年度の活動方針案 
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 本年度における国内クレジット制度ネットワーク連絡会議のメンバーの協力を得て

の地産地消型マッチングの事例では、以下のような特徴があった。 

 

 ネットワーク連絡会議メンバーから紹介を受けることで、地域内の共同実施者

とのマッチングが容易になる。 

 地域内の中小企業等の共同実施者（クレジット購入者）となった地銀、エネル

ギー関連企業は、地域の環境保全活動支援や環境対策に積極的に取り組む地元

企業の支援を目的としている。 

 クレジット調達後のクレジット利用方法は、国の削減分として寄付する方法や

カーボンオフセットの取組で地域内のイベント等で活用する方法等であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-2 ネットワーク連絡会議を活用した地産地消型マッチングのスキーム 

 

 

9.2  チャネルを通じた案件発掘の働きかけ  

 本年度においては、地方銀行が融資先をリサイクルワンに紹介して案件創出にいたっ

たケースが複数あった。各地域の国内クレジット制度ネットワーク連絡会議においても、

地域金融機関がメンバーとなっており、活動の重要な役割を担っている。地域の中小企

業にネットワークを持つ地方銀行や信用金庫等の役割は、地域での案件発掘に有望であ

ると考えられる。国内クレジット制度ネットワーク連絡会議のある 5 地域以外の地域に

おいても、地域金融機関に働きかけを続けていくことが望ましい。 

 また、環境マネジメントシステム（EMS）推進の過程において、事業者の省エネ推

進が図られている。EMS 審査機関（エコステージ、KES、エコアクション 21、ISO14001

等）と連携したネットワークを構築することで、環境マネジメントシステムに取り組ん

でいる事業者から案件発掘を行う方法が考えられる。 
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参考資料 1 制度説明リーフレット 
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参考資料 2 自治体向けアンケート票 

 

ᶮК Ѱ↓  

 

 

Њ  

県・市町村名 (     )県（    ）市・町・村 部署名（                 ） 

ご記入者名 氏名（          ）   役職（               ） 

電話番号       -      -       FAX      -      -        

 

ṑ ⁸ Ѱ↓       

ᵂ 貴自治体では、環境関連のビジョン、計画等（新エネルギービジョン、省エネルギービジョン、

次世代エネルギーパーク、バイオマスタウン、環境モデル都市）を策定していますか（それぞれの制度

について該当項目の□にチェックしてください）。 

 

新エネルギービジョン 

省エネルギービジョン 

□策定済み □策定中／策定予定 □策定していない □把握していない 

次世代 

エネルギーパーク 

□策定済み □策定中／策定予定 □策定していない □把握していない 

バイオマスタウン □策定済み □策定中／策定予定 □策定していない □把握していない 

環境モデル都市 □選定済み □提案した □提案していない □把握していない 

その他 （                                ） 

 



2 

̱ ֝                 

ᵂ 貴自治体では、独自に新エネ・省エネ支援関連の補助金の交付、または補助金以外の新エネ・

省エネ支援関連の取組（無料省エネ診断、地域関係者の協議会等）を実施／予定していますか。（該当

項目の□にチェックをして下さい。複数回答可。その場合は概要を回答できる範囲でご回答ください）。 

 

■補助金の交付 

取組状況 

（当てはま

るものに○） 

補助金対象 

機器類 

補助金交付割合／ 

交付額 
補助金交付条件 

（記入例） 

実施済、 

計画中 

（記入例） 

熱源機器 

（記入例） 

100 万円を上限 

（記入例） 

20%以上の省エネルギー効果を持つ機器の導入に

対して補助金を交付する。 

実施済、 

計画中 

   

実施済、 

計画中 

   

実施済、 

計画中 

   

■補助金以外の新エネルギー・省エネルギー支援関連の取組 

取組状況 

（当てはま

るものに○） 

新エネ・省エネ 

支援関連取組の名称 
取組概要 

（記入例） 

実施済、 

計画中 

（記入例） 

省エネ無料診断 

（記入例） 

希望があった世帯に、省エネ診断士を無料で派遣する。 

実施済、 

計画中 

  

実施済、 

計画中 

  

実施済、 

計画中 

  

（足りない場合は、本用紙をコピーして下さい） 

□ 新エネ・省エネ支援関連の取組を実施している。 

□ 新エネ・省エネ支援関連の取組を検討／予定している。 

□ 新エネ・省エネ支援関連の取組を実施しておらず、今後の予定もない。 
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̱ ρ ̢ ֝  

ᵂ 貴自治体が所有する施設において、設備の新設・更新を伴う新エネ・省エネの取組を行った実

績、もしくは計画がありますか。また、実績や計画がある場合、ESCO 事業※や国の補助制度等を活用

しましたか／する予定ですか（該当項目の□にチェックをして下さい。複数回答可。実績や計画がある

場合は、概要について回答できる範囲でご回答ください）。 

※ESCO（エスコ）事業とは、主に民間の事業者が提供する、省エネルギーの提案、施設の提供、維持・管理など包括的

なサービスを行う事業のことを指します。 

 

 

取組状況 

（当てはま

るものに

○） 

活用した／予定の 

ESCO 事業、 

国の補助金等の名称 

取組の概要 

（記入例） 

実施済、 

計画中 

（記入例） 

平成 21 年度資源エネル

ギー庁 「高効率給湯器

導入促進事業費補助金」 

（記入例） 

市が所有する複数の地域コミュニティ施設において、国の補助金を

利用してヒートポンプ給湯器に切り替えた。 

実施済、 

計画中 

 

 

 

 

実施済、 

計画中 

 

 

 

 

実施済、 

計画中 

 

 

 

 

実施済、 

計画中 

  

実施済、 

計画中 

  

（足りない場合は、本用紙をコピーして下さい） 

□ 設備の新設・更新を伴う新エネ・省エネの取組を行った実績がある 

□ 設備の新設・更新を伴う新エネ・省エネの取組を行う計画がある 

□ 設備の新設・更新を伴う新エネ・省エネの取組を行った実績、計画はない 

□ 把握していない 
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̱ ᶮК Ѱ↓                

ᵂ ．貴自治体では、国内クレジット制度について、どの程度把握していますか（該当項目の□

にチェックをして下さい）。 

 

̱ ᷂ ӓᾍ ᶮК Ѱ↓ ̬         

ᵂ 貴自治体の地球温暖化対策における国内クレジット制度活用の位置づけはどのようなもので

すか（該当項目の□にチェックをして下さい）。 

 

̱К ˗ ᶮК Ѱ↓ ѫ              

ᵂ 貴自治体内の事業者の国内クレジット制度の利用状況について把握していますか（該当項目の

□にチェックをして下さい。把握している場合は、事業者名と取組の概要を回答できる範囲でご回答く

ださい）。 

 

取組状況 

（当てはまるもの

に○） 

実施事業者名 

（CO2 削減事業実

施事業者） 

共同実施事業者名 

（クレジット購入

事業者） 

CO2 削減方法 
課題 

（把握していれば） 

（記入例） 

実施中、申請中、

計画中 

株式会社 A （記入例） 

募集中 

（記入例） 

バイオマスボイ

ラーの利用 

（記入例） 

クレジット購入事業

者が存在しない 

実施中、申請中、

計画中 

 

 

 

   

実施中、申請中、

計画中 

 

 

 

   

実施中、申請中、

計画中 

 

 

 

   

（足りない場合は、本用紙をコピーして下さい）  

 

□ 制度の内容を知っている 

□ 名称を聞いたことがある 

□ 名称を聞いたことがない 

□ 国内クレジット制度に取組む（予定を含む）事業者について、把握している 

□ 国内クレジット制度に取組む（予定を含む）事業者について、把握していない 

□ 積極的に取組む予定である 

□ 他の取組に比べると優先度は低いが、今後取組む方向性である 

□ 取組まない予定である 

□ 特に位置付けはない 

□ その他（                                   ） 



 

˗ ̱ ֝ ׄ                  

ᵂ 関東経済産業局では、本事業において、国内クレジット活用推進に取組もうとする自治体を支

援しています。国内クレジット制度の活用にあたり、関東経済産業局の支援を受けたいものはあります

か（該当項目の□にチェックをして下さい。複数回答可。概要につきましては参考資料 P7～P13 をご

覧下さい）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本アンケートは意向調査であるため、チェックをしていただいてもご希望に添えない場合があります。

支援をさせていただく候補の自治体には、後日ご連絡を差し上げます。よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

□ 国内クレジット制度ソフト支援事業（事業者の排出削減計画の策定支援） 

□ 家庭部門等における「プログラム型事業」の仕組み作り 

□ 国内クレジット制度を活用した特産物のブランド化 

□ 国内クレジット制度地産地消モデル作り 

□ 国内クレジットアドバイザーの派遣 

□ 地域版国内クレジット買取りファンドの設置 

□ 地域金融機関を活用した国内クレジット支援体制 

□ その他（                                   ） 

□ 特に希望しない 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 21 年度国内排出削減量認証制度基盤整備事業 

（地域連携による国内クレジット制度促進事業（関東地域）） 

 

 

平成 23 年 3 月 

 

関東経済産業局 資源エネルギー環境部 

資源エネルギー対策課 総合エネルギー広報室 

 

調査協力：株式会社リサイクルワン 

 

 

※ 無許可の転載・掲載を禁じます。 


